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第1章 はじめに 

わが国における高レベル放射性廃棄物の地層処分については、昭和５１年以

降、核燃料サイクル開発機構（現：日本原子力研究開発機構）を中心に当時の

技術・知見に基づく検討が進められ、平成１１年に「わが国における高レベル

放射性廃棄物地層処分の技術的信頼性―地層処分研究開発第２次取りまとめ」

（以下、第２次取りまとめ）として成果が取りまとめられた。平成１２年に原

子力委員会原子力バックエンド対策専門部会において、わが国においても地層

処分が技術的に実現可能であるという評価がなされるとともに、技術的信頼性

の向上に向け、研究開発を継続し、最新の科学的知見を反映していく必要性が

示された。 
その後、第２次取りまとめから１０年以上が経過し、研究開発が進展すると

ともに、東北地方太平洋沖地震のような未曾有の天然現象が発生したことから、

平成２４年に出された日本学術会議や原子力委員会の提言でも地層処分の技

術的信頼性について、改めて最新の科学的知見を反映した再評価を行い、今後

の研究課題を明らかにすることが不可欠であるといった主旨の指摘がなされ

ている。また、高レベル放射性廃棄物の最終処分に向けた取組の見直しを目的

とし、平成２５年より開催された総合資源エネルギー調査会電力・ガス事業分

科会原子力小委員会放射性廃棄物ＷＧにおいても、専門家による再評価を行う

必要性が示された。 
以上の背景から、地層処分の技術的信頼性について、最新の科学的知見を反

映した現段階の評価や今後の研究開発課題を早急に示すことが必要との認識

にたち、総合資源エネルギー調査会 電力・ガス事業分科会原子力小委員会の

下に「地層処分技術ＷＧ」が平成２５年１０月に設置された。 

地層処分技術ＷＧの審議は、放射性廃棄物ＷＧの技術系専門家４人に加え、

審議の中立性・公平性を確保する観点から、学会等からの推薦等からなる１２

名の専門家によってなされた。事務局側説明者としては、原子力発電環境整備

機構（以下、ＮＵＭＯ）および日本原子力研究開発機構が参加し、審議はＮＵ

ＭＯから提示された資料を基に行われた。 

地層処分技術ＷＧは、平成２５年１０月から平成２６年５月までに、計８回

開催した。この間、審議の中立性・独立性を高める観点から疑問や批判に対し

て開かれた場とするため、情報を公開し、審議内容について専門家への意見募

集を計３回行った。 

審議内容としては、地層処分の安全機能に著しい影響を与える天然現象を段

階的なサイト選定により回避する必要があることに鑑み、まず、回避すべき天

然現象を抽出するための前提として、放射性物質を長期に隔離し閉じ込めてお

くために好ましい地質環境特性について特性ごと（熱環境、力学場、水理場、

化学場）に整理した。その後、それらに影響を与える天然現象について（地質

環境の長期安定性）の議論を行った。次にこれに基づき、地層処分のサイト選

定において、回避が必要な事象を抽出するとともに、それらの事象について、
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段階的なサイト選定における回避の考え方についての議論を行った。 

本報告書は、上記の審議結果をまとめたものである。報告書の構成は、第 2
章で審議の前提となる地層処分の基本的考え方を示し、第 3 章においては好ま

しい地質環境特性について、第 4 章では地質環境の長期安定性への影響要因と

対応方針について、第 5 章では地質環境の長期安定性への影響要因に関するサ

イト調査の方針について示し、第 6 章にて全体の評価を取りまとめた。 
なお、3.1、4.1 から 4.3、および 5.1 から 5.3 については、ＮＵＭＯが示した

資料に基づいて本ＷＧが審議してとりまとめた考え方を記述しており、3.2、4.4、
5.4、および第 6 章については、本ＷＧとしての評価を記述したものである。 
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第2章 地層処分の基本的考え方 

2.1 地層処分の概念 

高レベル放射性廃棄物の最終処分においては、数万年以上の長期間にわたり

人間とその生活環境に放射性廃棄物の影響がおよばないようにすることが求

められる。そのため、地層処分では地下深部に放射性廃棄物を埋設することで、

放射性物質が、生活環境から隔離され、さらに長期にわたってはその放出や分

散が抑制され処分場周辺に閉じ込められるようにする。この間に、放射性廃棄

物に含まれる放射能の大部分が減衰するため、人間と環境が放射性廃棄物に由

来する放射線の影響から防護される。 
これらの目的を達成するために、放射性廃棄物が埋設される地質環境が本来

的に有する廃棄物の隔離機能および放射性物質の閉じ込め機能（天然の地質環

境条件が本来的に有する、溶解度制限による溶出抑制と遅い地下水流速による

移行抑制のバリア機能、以下、天然バリアという）にいくつかの工学的対策（工

学的に性能を織り込んだ機能、以下、人工バリアという）を組み合わせ、それ

らの複合的および補完的特性によって放射性廃棄物が隔離され閉じ込められ

ておかれるよう、多重バリアシステムにより受動的安全機能が確実に働くよう

にする。 
地層処分の考え方は、上記に記載した観点から、地下深部に埋設された放射

性廃棄物が長期にわたり隔離されること、および母岩とその周囲の地質環境が

地層処分に適した閉じ込め機能を有していることを確認し、その上で、地質環

境に応じて、放射性物質を長期にわたり、より確実に地下深部に閉じ込められ

るように、適切に設計された人工バリアとともに放射性廃棄物を埋設すること

が基本となる。具体的には、現在の地層処分の考え方に基づくと、廃棄物であ

るガラス固化体を鋼製のオーバーパックに封入し、それを地下水および放射性

物質の移行を抑制する効果のある粘土系材料（緩衝材）で取り囲み、長期にわ

たる物理的隔離が見込まれる地下深部の岩盤に埋設する。 
その上で、このような多重バリアシステムにより、長期にわたり放射性廃棄

物が隔離され閉じ込められることを、さまざまなシナリオに基づいた予測解析

的な手法により総合的に評価し、確認する。 
具体的には、オーバーパックが破損し、ガラスの溶解速度と放射性物質に固

有の溶解度に制限されてガラス固化体から溶け出した放射性物質が、緩衝材を

通過後、岩盤中の地下水の流れに沿って移動し、最終的に地表に至ることを想

定した評価を行う（以下、地下水シナリオという）。このようなシナリオを踏

まえて、多重バリアとしてのオーバーパックおよび緩衝材といった人工バリア

に期待される閉じ込め機能が発揮されるよう、著しいオーバーパックの破損の

進行、緩衝材の機能低下（層厚の減少や粘土鉱物の変質等）を生じさせない長

期的に安定な地質環境が必要となる。 
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2.2 地質環境に対する考え方 

2.1 に示したように、地層処分の場となる深部の地質環境には、天然バリア

として、放射性廃棄物を物理的に隔離し、かつ放射性物質を閉じ込め、その移

行を抑制することに適した特性であることが必要である。また、人工バリアで

あるガラス固化体、鋼製オーバーパック、および緩衝材が、合理的な設計の範

囲で、それぞれの性能を発揮できる特性であることも必要である（以下、好ま

しい地質環境特性）。さらには、これらの地質環境特性が、長期間にわたる変

遷の中で、ある一定の変動範囲内にあることが求められる（以下、地質環境の

長期安定性）。 
そこで、地質環境特性を大きく熱環境、力学場、水理場、化学場に大別して、

その変動範囲を地質学的な調査や評価方法により確認する。その際の重要な考

え方として、空間スケールと時間スケールの考え方を示す。 
 

2.2.1 物理的隔離機能をもたらす地質環境特性に関する時間・空間スケール 

図 1 に処分場とその周囲の空間スケールの概念図を示した。地下深部の好ま

しい地質環境特性やその長期安定性を確認する対象となる範囲として、放射性

廃棄物を埋設した空間（処分場）とその近傍の岩盤を含む空間を、「処分場ス

ケール」と定義する。また、処分場スケールの外側にあって、地質環境特性で

ある熱環境、力学場、水理場、化学場に対して、影響を与える要因となる事象

が分布する領域を「広域スケール」と定義する。 
放射性廃棄物が、長期にわたって地表の生活環境から物理的に隔離され続け

るかどうかを考えるには、より長期で広域の時間と空間の枠内で運動している

プレートがあり、その一部として動いている広域スケールの地質環境が、どの

様な幅で変遷する可能性があるかを考える。厚い岩盤による物理的隔離機能を

損なう自然過程としては、長期にわたり徐々に進行する侵食や急激に起こる火

山活動等が考えられ、これらの将来の悪影響が十分な信頼性を持って回避でき

るならば、物理的隔離のための地質環境特性としては長期的に安定であるとみ

なす。 
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図 1 空間スケールの概念図 

 
2.2.2 閉じ込め機能をもたらす地質環境特性に関する時間・空間スケール 

放射性廃棄物が、地表の生活環境から物理的に隔離された処分場とその近傍

に、放射能が減衰するまでの十分な長期にわたって閉じ込められるかどうかを

考えるには、将来、地下水を介して放射性物質が移行することを想定したシナ

リオに基づいて、人工バリアと天然バリアの各構成要素それぞれの閉じ込め機

能が時間とともにどのように変遷するかを考える。 
廃棄物埋設後、数百年程度の期間は、主に初期の放射能の大部分を占めるセ

シウム-137（半減期 30 年）とストロンチウム-90（半減期 29 年）の崩壊に伴う

ガラス固化体の発熱が著しい。このため、廃棄物の周囲では、地下水の熱対流

や放射線分解等が起こりやすい条件が想定される。 
オーバーパックは、このような条件下において、放射性物質の移行が起こら

ないよう、少なくとも千年程度の期間、ガラス固化体と地下水との接触を防止

することにより、放射性物質の地下水への浸出を抑制する。また、オーバーパ

ックが徐々に腐食され、その機能を失うと、廃棄物であるガラス固化体と地下

水が接触するが、ガラス固化体は水に溶けにくいため、放射性物質の浸出が抑

制される。ただし、非常にゆっくりとではあるが、ガラスが溶解する可能性が

あり、保守的な見積もりによれば 7 万年程度経過するとガラス固化体の全量が

溶解すると考えられている。このため、この徐々に進行するガラス固化体の溶

解にしたがって、溶解度の高い放射性物質は地下水中に浸出すると考えられる。

初期の放射能の大部分を占めるセシウム-137 とストロンチウム-90 は地下水へ

の溶解度が高いので、これらが減衰するまでの初期の数百年から千年の期間は、

オーバーパックおよびガラス固化体の健全性の維持が望ましい。 
オーバーパックの機能が失われて以降、ガラス固化体から浸出した、より長

半減期の放射性物質は、放射性物質に固有の溶解度に制限され大部分が固体と

してその場に閉じ込められたままとなるが、溶解度に従い地下水中に溶出した

部分が地下水の流れによって移行する。廃棄物を取り囲む地質環境には、放射

水理場

熱環境 力学場

化学場

処分場

～数km
影響要因

（海水準変動など）

影響要因
（断層など）

影響要因
（気候変動など）

影響要因
（地熱，隆起など）

○広域スケール
影響要因を抽出する範囲
（例：涵養域を含む水理境界に含まれる範囲）

〇処分場スケール

好ましい地質環境特性を有す
ることを確認する範囲
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性物質の難溶解性を保証するための間隙水条件（低 pH、高 pH でないこと、酸

化性雰囲気でないこと等）の成立が求められる。またその後の移行を遅延させ

るために、緩衝材には、移行抑制の機能として、低透水性、収着性等の機能が

期待されている。この間、これらの緩衝材の機能が長期間維持されるよう、緩

衝材の化学的な変質（変質、密度低下）が起こりにくいことが要求される。 
処分場スケールの地質環境には、以上に示した人工バリアの機能が所定の期

間維持されるのに適した設置環境としての特性を有し、さらに、天然バリアと

して放射性物質の溶解、移行を抑制するのに適した特性を有することが求めら

れる。さらに、その特性は、数万年以上の長期間にわたり変遷する中で、その

変動範囲が、機能維持の観点から許容できる範囲であることが求められる。こ

のような要求が満たされる場合、地質環境特性は長期的に安定であるとみなす。 
 

2.3 段階的なサイト選定と調査スケールについて 

ここでは処分場を建設する候補地とその調査地区、および処分場の建設地を

包括して「サイト」と呼ぶこととする。地層処分事業では、サイト選定の過程

の透明性・公平性を確保し、かつ、地層処分場受入地域の住民を含む多様な立

場の人々の参加する形での合意形成のもとで事業を進め、必要であれば後戻り

できるようにするために、段階的にサイトを選定することとしている。処分地

選定の期間は、現時点での想定では、文献調査の開始から処分施設 1建設地の

選定までだけで２０年程度を要し、文献調査以前の段階も含めればさらに長期

にわたる。最終処分法では、サイト選定を概要調査地区選定段階（文献調査の

段階）、精密調査地区選定（概要調査の段階）、処分施設建設地選定（精密調査

の段階）の三段階で実施することとしており、ＮＵＭＯの事業もこれに基づい

て進められる。 
文献調査においては、概要調査地区として選定しようとする地区およびその

周辺の地域について、文献その他の資料により、過去の地震等の履歴、活断層・

火山の状態、地層の状態、および鉱物資源の有無等が調査される。 
概要調査においては、概要調査地区内の処分を行おうとする地層およびその

周辺の地層について、ボーリングやトレンチ調査等により、岩石の性質と状態、

活断層の位置や性状、過去の地震等の履歴、および破砕帯や地下水の概要等が

調査される。 
精密調査においては、地下施設を建設することにより、岩石の強度・性質、

地層の化学的性質、および地下水の流速や化学組成等の詳細等が調査される。 
図 2 には、段階的な調査の対象範囲としての調査スケールと空間スケールの

関係を示した。文献調査、概要調査、精密調査と段階が進むごとに、調査対象

となる範囲を段階的に絞り込み、それに従い処分システムの置かれる地質環境

に関する情報は詳細度を増してゆく。 
最終処分法によれば、特に著しい影響を与える天然事象の起こる可能性を概

                                                 
1 選定段階については法文に倣い「処分施設建設地（選定段階）」とする。 
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要調査の段階までに調査し、将来予測等も検討した上で、そのような影響を受

ける可能性のある地域を処分地から回避することが求められている。 
本ＷＧでは、最終処分法に定められたこれらの段階に、文献調査に先立つ段

階、すなわち全国規模の地域を特定しない一般的文献情報に基づく事前確認の

段階を加えて、各段階それぞれの時点で、処分地としての適不適を判断する指

標を考えた。 
以上の考え方に従って、第 3 章では、処分場スケールにおいて閉じ込め機能

の観点で好ましい地質環境特性とは何かを示す。また、第 4 章では、閉じ込め

機能及び物理的隔離機能に関する地質環境特性の長期安定性を示すために、ま

ず、広域スケールで生じる様々な天然現象を抽出し、それが処分場スケールの

地質環境特性にどのような影響を与えるかを示す。第 5 章では、著しい影響を

与える天然現象を回避するためのサイト調査方針を示す。 

 

図 2 調査スケールと空間スケールのイメージ 

  

文献調査

概要調査
（地質環境特性調査）

精密調査

処分場スケール
（数km程度）

広域スケール
（数十km以上）

火山・火成活動

断層活動

地震

気候・海水準変動

隆起・沈降
侵食

火山岩分布調査等

断層調査等
段丘面調査等

概要調査
（補足的に調査する箇所）
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第3章 好ましい地質環境特性 

地質環境に期待される閉じ込め機能の観点からの好ましい地質環境特性、そ

して最新の科学的知見に基づいたわが国の好ましい地質環境特性を有する地

域の存在について、3.1 に示すＮＵＭＯの説明の概要を踏まえて、3.2 において

本ＷＧにおける評価を示す。 
 

3.1 閉じ込め機能の観点からの好ましい地質環境特性について 

放射性物質の浸出抑制と移行抑制を確保する閉じ込め機能の観点からの、人

工バリアの設置環境として適した地質環境特性と、天然バリア機能として適し

た地質環境特性について、熱環境、力学場、水理場、化学場毎に示す。さらに、

わが国の地質環境特性に関する科学的知見に基づいた見解を示す。 
 

3.1.1 熱環境 

（1）閉じ込め機能の観点からみた好ましい条件 

熱環境に関する好ましい条件を閉じ込め機能の観点から示す。人工バリアの

うち、ガラス固化体、鋼製オーバーパックは材料として高い耐熱性を有してい

る。これに対し、緩衝材であるベントナイトについては、長期にわたり 100℃
を大きく超えると鉱物学的に変化し（イライト化）、特にそれが著しい場合に

は、主要な機能の一部喪失につながる恐れがある。また、緩衝材内の温度上昇

を抑制するために、施設規模を大きくしなければならない可能性もある。 
したがって、熱環境としては「地温が低いこと」が好ましい条件であり、そ

の条件について、緩衝材の主成分である膨潤性粘土鉱物の熱変質（モンモリロ

ナイトのイライト化）に基づき検討する必要がある。 
モンモリロナイトのイライト化については、温度およびカリウム濃度を主な

変数として、関係式が提示されている（Karnland et al., 2000）。この関係式に基

づいた解析結果によると、地温 90℃の条件では 10 万年以上の期間、熱変質は

軽微で、機能の低下は起こらないが、地温が 130℃を超えると 10 万年程度の期

間で、また、地温 170℃の条件では 1 万年程度の期間で、モンモリロナイトの

熱変質が 50％程度進行すると予測される。 
したがって、「地温が低いこと」に関する具体的な条件としては、緩衝材の

熱変質を対象として、地温が 100℃を大きく超える期間が、長期に亘り継続し

ないことである。 
 

（2）わが国の地質環境特性に関する科学的知見に基づいた見解 

地下深部の地温の実測例は限られているが、地温勾配に関するデータベース

の整備が進んでいる（田中ほか，2004）ことから、それに基づき地下深部の地

温を推定した。例えば、地表温度が 15℃の場合、地下深部の地温が 100℃を超

えるのは、処分深度が 1000 m の時を例とすると、8.5℃/100 m 以上の場合とな

る。また、処分深度が 500 m の場合、地温勾配が 17℃/100 m 以上の時に 100℃
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を超える。そのため、地温勾配に関する知見に基づき、わが国の地質環境にお

ける地温の状況について検討する。 
第２次取りまとめにおいては、全国的に示された地温勾配の分布図に基づき

火山地域を除く大部分の地域で地温勾配はおおむね 5℃/100 m以下（平均的に

は 3℃/100 m）であることが示されている。また、地温勾配が 10℃/100 mを超

える地域が「高温異常域」として示され、第四紀火山の分布と整合的である（第

２次取りまとめ，分冊１2 ( JNC,1999)，2.4.2）。その後の知見としては、非火山

地域における地温勾配はおおむね3～5℃/100 m程度であることが改めて示され

ている（田中ほか，2004）。また、深地層の研究施設においては地温勾配に関

する詳細なデータが取得され、瑞浪超深地層研究所で約 2℃/100 m、幌延深地

層研究所で約 3℃/100 mの値が得られている（JNC，2005a）。 
以上の知見に基づくと、火山地域等の高温異常域を除けば地温勾配はおおむ

ね 3～5℃/100 m程度であることは一般的知見とみなすことができ、地下深部の

地温が低い環境 3は広く存在していると考えられる。 
 

3.1.2 力学場 

（1）閉じ込め機能の観点からみた好ましい条件 

力学場に関する好ましい条件を閉じ込め機能の観点から示す。地下深部では

地下水の水圧や緩衝材の圧密変形に伴う反力などの外力がオーバーパックに

作用する。さらに、岩種、地形、断層や処分深度の条件によっては、岩盤中の

断層変位やクリープ変形等が考えられる。これらに対して、岩盤の変形が著し

いと考える場合には、オーバーパックの破損を招かないように強度を上げる必

要がある。この場合、オーバーパックの厚さを増す等の対策も考えられるが、

一方で、溶接等の施工の難易度も高くなることから、合理的ではないと考えら

れる。そのため、力学場として好ましい条件は、岩盤の変形量が小さいことで

ある。 
 

（2）わが国の地質環境特性に関する科学的知見に基づいた見解 

第２次取りまとめでは、幅広い地質環境に対応するために硬岩系と軟岩系の

岩盤特性を設定し、軟岩系では岩盤のクリープ変形を考慮したオーバーパック

の設計を示している。設計においては、最大・最小応力比を 1.1：1 程度の条件

として岩盤を均一な連続体としてモデル化したクリープ解析を実施し、軟岩系

岩盤の 1000 年後のクリープ変形量が廃棄体横置き型坑道天盤部で最大 15 mm
程度であることが示されている。この変形により、緩衝材が圧密され、それに

伴い反力が発生するものの、オーバーパック自体に作用する変形の影響は小さ

くなっており、合理的な範囲で設計により対応することが可能であることが示

                                                 
2 以下，「第２次取りまとめ」を略し，単に「分冊１」等から始める。 
3 年平均地表温度を 15℃とし、地温勾配 3~5℃/100 m とすると地温は深度 300 m では

24~30℃、深度 500 m では 30~40℃、深度 1000 m では 45~65℃と推定できる。 
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されている。 
その後の知見としては、瑞浪および幌延の深地層の研究施設や他機関の応力

測定などにおいて、地下深部の応力や岩盤の物性に関する知見の蓄積が進めら

れている（JNC，2005a；地盤工学会，2009；近藤ほか，2011 等）。これらの知

見は、第２次とりまとめで示された岩盤の特性の範囲内であるが、一部側圧係

数が深部で大きい場合（長ほか，2009）もあり、実際の処分施設の設計・施工

では留意する必要がある。 
以上の知見に基づくと、地下深部の岩盤の長期的なクリープ変形量は設計で

対応が可能な範囲と考えられることから、好ましい特性を有する地質環境は広

く存在していると考えられる。 
 

3.1.3 水理場 

（1）閉じ込め機能の観点からみた好ましい条件 

地下深部の地下水の流速が緩慢である場合、放射性物質の移行にかかる時間

が長くなり、その間に放射能が減衰する。そのため、水理場として好ましい条

件は、岩盤の低い透水性と小さい動水勾配を以て、地下水流動が緩慢であるこ

とである。 
 

（2）わが国の地質環境特性に関する科学的知見に基づいた見解 

第２次取りまとめにおいては、動水勾配は地形に強く依存するが、地下深部

の岩盤中では、局所的な地形の影響が少ないため、地表付近に比べて動水勾配

は緩やかになることが示されている。また、全国各地の井戸データ等から地表

付近の動水勾配（地下水面の勾配）は地形勾配に強く支配されており、低地

（0.008）、台地（0.016）、丘陵地（0.035）、山地（0.061）の順に大きくなるこ

と等が示されている。実際の地下深部の平均的な動水勾配はこれらの値より小

さくなると考えられるが、これらの値に基づいて、第２次取りまとめの安全評

価においては、動水勾配を 0.001～0.1 の範囲（レファレンスケースは 0.01）に

設定されている。 
また、岩盤の透水性は岩石の種類や場所によって異なるが、断層破砕帯や割

れ目集中帯を除くと、地下深部の岩盤としての平均的な透水係数は、概ね 10-10

～10-7 m/s の範囲にあり、岩盤の透水係数は深度とともに減少する深度依存性を

呈する。深さ 1000 m ボーリングの結果から、割れ目本数は、断層や割れ目帯

の周辺でのばらつきが認められるものの、深度ともに減少するという傾向にあ

る。また、割れ目の本数と透水係数には、正の相関が認められること等も示さ

れている。 
その後の知見としては、主に瑞浪および幌延の深地層の研究施設での成果に

より、次のことが示されている。地下水流動解析結果やボーリング調査等に基

づき水頭分布の解析がなされ、地下深部の動水勾配として 0.01 オーダー（瑞浪）

と 0.001 オーダー（幌延）となることが報告されており（JNC，2005a）、この

動水勾配は、上述の動水勾配の範囲内である。透水性については、透水係数と
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して 10-12~10-6 m/s の値が取得されている（JNC，2005a）。透水係数は深度とも

に小さくなる傾向があり、それらは、割れ目の分布や空隙構造の変化等の地質

構造に対応している（太田ほか，2007）。また、地下水の流れにくさを表す目

安として、堆積岩の地下水中の同位体組成等を用いて、地下水年代の推定が試

みられている（電力中央研究所，2008；2009；長谷川ほか，2013 等）。幌延の

深地層の研究施設の地下水を事例とした検討では、4He 蓄積法により地下水の

年代が求められており、深度約 250 m の声問層で 200 万年、深度約 700 m の稚

内層で 1,000 万年であり、堆積岩の地質年代との比較から、地下水は堆積後か

らほぼ滞留していると解釈されている（電力中央研究所，2008）。  
以上の知見を踏まえると、動水勾配や透水性は地下ほど低いと考えられるこ

とから、地下深部の地下水流動は緩慢であると考えられる。また、地下水年代

の検討からも、深部の地下水の流れが遅いことを示唆する結果が得られており、

地下水の流れが緩慢な地質環境はわが国に存在することは十分に考えられる。 
 

3.1.4 化学場 

（1）閉じ込め機能の観点からみた好ましい条件 

ガラス固化体の溶解ならびにオーバーパックの耐食性、緩衝材、天然バリア

である岩盤の収着性、そして地下水中の放射性物質の難溶解性等の閉じ込め機

能は、岩盤中の地下水の化学特性（水素イオン指数（pH）、酸化還元電位、炭

酸化学種濃度等）の影響を受ける。考えられる具体的な影響を以下に示す。 
 

・ 地下水の pH の影響 
地下水が低 pH あるいは高 pH の場合は、ガラス固化体の溶解速度が速く、

放射性物質の浸出率が増加する（Wicks et al.，1982；Inagaki et al.，2012 等）。

また、高 pH の場合はオーバーパックが不動態化し、局部腐食や応力腐食を引

き起こしやすくなるが、緩衝材による pH 緩衝作用により、地下水の pH が 12
程度までであれば、不動態化を防ぐことができることが報告されている（谷口

ほか，1999；JNC，2005b）。 
また、地下水が低 pH あるいは高 pH の場合は、緩衝材が変質しやすく（分

冊２，4.1.2.1.11）、一部の放射性物質の溶解度が増加する（武田ほか，1999；
Lollar，2005）。さらに、低 pH の場合は、緩衝材、および天然バリアともに収

着能が低下することが報告されている（舘ほか，2008）。 
・ 酸化還元電位の影響 
酸化性条件では、オーバーパックの耐食性が低下し、また一部の放射性物質

の溶解度が増加する（武田ほか，1999）。さらに、緩衝材、および天然バリア

ともに収着能が低下することが報告されている（舘ほか，2008）。 
・ 炭酸化学種濃度の影響 
炭酸化学種濃度が 0.5 mol/dm3 以上となる条件ではオーバーパックが不動態

化、局部腐食を招きやすくなることが報告されている（谷口ほか，1999；分冊

２, 4.1.1.3）。 
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以上を踏まえて、化学場の好ましい条件としては、地下水が高 pH あるいは、

低 pH ではないこと、酸化性雰囲気ではないこと、炭酸化学種濃度が 0.5 mol/dm3

以上となる条件ではないことと考える。 
 

（2）わが国の地質環境特性に関する科学的知見に基づいた見解 

第２次取りまとめにおいて、降水を起源とする地下水の pH は、地表付近か

ら地下深部にいくにしたがって酸性から弱アルカリ性に変化すること、堆積岩

では深度数十 m、花崗岩では深度数百 m 程度で、還元性の地下水が形成されて

いること、海水も同様と考えられることが示されている。 
その後の知見としては、幌延、瑞浪の深地層の研究施設において、事例的な

研究が進捗し、また、全国の深層地下水の化学特性に関するデータベース（尾

山ほか，2011）等が整備されており、次のことが示されている。 
地下水の pH に関しては、概ね地下深部の地下水は、地下浅部の地下水と比

較して中性から弱アルカリ性を示す（石井ほか，2007）。具体的には、北海道

幌延地域のうち沿岸域の堆積岩を事例として、pH は深度約 500 m 以浅で 6～9
の範囲でばらつくものの、深度約 500～1,000 m では 8 前後であることが報告さ

れている（太田ほか，2007；産業技術総合研究所，2011 等）。福島県および新

潟県を事例として､地下水の pH は火山フロント西側で 6～7 が卓越、東側で 6
～8 の範囲、太平洋沿岸部では 6～9 が卓越することが報告されている（尾山ほ

か，2011；産業技術総合研究所，2012）。また、中国・四国地域を事例として、

既存データの詳細な分析を通じて、深層地下水の pH は、多くの観測点におい

て 6～8 の範囲にあることが確認されている（尾山ほか，2011；産業技術総合

研究所，2012）。以上のように pH が低 pH あるいは高 pH ではない地域が存在

する可能性が示されている。 
 地下水の酸化還元電位に関しては、幌延の深地層研究所では、地下深部で還

元性の値（深度約 140 m､171～237 m の声問層でそれぞれ約-190～-230 mV、約

-220 mV、深度約 500～550 m、約 606～644 m の稚内層でそれぞれ約-100 mV、

約-170 mV）である（太田ほか，2007 等）。また、瑞浪の深地層の研究施設では、

地下水の酸化還元電位が地下深部で還元性の値（深度約 200～400 m で約-100
～-250 mV 等）を示し、含鉄鉱物、含硫黄鉱物、硫酸還元菌が関連した反応の

関与が示されている（竹内ほか，2010 等）。以上の事例より地下深部において

還元環境が維持されている地域が存在することが示唆されている。 
地下水の炭酸化学種濃度に関しては、地質ごとに有意な差があり、付加コン

プレックスでは濃度の平均値は 744 mg/dm3（0.012 mol/dm3）、堆積岩類では 496 
mg/dm3（0.008 mol/dm3）、火山岩類では 341 mg/dm3（0.006 mol/dm3）、深成岩類

では 313 mg/dm3（0.005 mol/dm3）とされている（カッコ内は文献の値を重炭酸

イオンのモル濃度に換算した値）（尾山ほか，2011）。しかし、これらの値は先

に示した 0.5 mol/dm3に比べかなり低い。 
以上の知見に基づけば、地下深部の地下水は、高 pH あるいは低 pH ではな
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いこと、酸化性雰囲気ではないこと、炭酸化学種濃度が高くないことは一般的

な性質であるとみなすことができることから、好ましい特性を有する地質環境

は広く存在していると考えられる。  
 

3.1.5 好ましい地質環境特性のまとめ 

閉じ込め機能の観点から人工バリアの設置環境と天然バリアとして地層処

分に適した地質環境特性について表 1に取りまとめた。最新の科学的知見を踏

まえると、これらの個別の条件を満たす好ましい地質環境特性は、わが国にも

広く存在すると考えられる。 

 
表 1 好ましい地質環境特性のまとめ 

 人工バリア設置環境として好ましい 

主な地質環境特性 

天然バリアとして好ましい 

主な地質環境特性 

熱環境 地温が低いこと ― 

力学場 岩盤の変形が小さいこと ― 

水理場 ― 地下水流動が緩慢であること 

化学場 ・地下水の水素イオン指数（pH）が

高 pHあるいは低 pHではないこと 

・地下水が酸化性雰囲気でないこと 

・地下水の炭酸化学種濃度が高くな

いこと 

・地下水の水素イオン指数（pH）が高

pHあるいは低 pHではないこと 

・地下水が酸化性雰囲気でないこと 

 
3.2 「好ましい地質環境特性」に関する評価 

本審議では、第２次取りまとめ以降の最新の科学的知見に基づき、高レベル

放射性廃棄物の地層処分において地質環境に求められる、人間の生活環境から

の隔離機能と廃棄物からの放射性核種の移行抑制等の閉じ込め機能のうち、後

者の観点から人工バリア設置環境および天然バリアとして好ましい地質環境

特性（熱環境、力学場、水理場、化学場）について整理した。その結果、熱環

境については、人工バリアの温度制限に関連し「地温が低いこと」、力学場は、

人工バリアの力学的安定性の観点から「岩盤の変形量が小さいこと」、水理場

は、主に天然バリアの観点から「地下水流動が緩慢であること」、化学場はガ

ラス固化体からの放射性核種の浸出や移行の抑制、オーバーパックの腐食等の

観点から「地下水の水素イオン指数が高 pH あるいは低 pH ではないこと」、「地

下水が酸化性雰囲気でないこと」、「地下水の炭酸化学種濃度が高くないこと」

が挙げられた。 

今までの地質環境特性評価が処分場の設計や安全評価の観点で体系的に十

分整理されていなかったことに鑑み、今回の審議により、地層処分システムの

機能の観点から好ましい地質環境特性が整理されたことは重要である。また、

それらの特性が導かれた過程においての現象の理解もおおむね妥当であり、抽
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出された特性を満たすことにより、人工バリアおよび天然バリアの閉じ込め機

能が十分に発揮され、地層処分の安全性が保たれると考えられる。 

また、これらの好ましい地質環境特性を有する地質環境が、わが国に存在し

うるかについての審議も行った。熱環境、力学場、化学場については、精度の

差や地域的偏在性はあるものの、比較的全国的にデータが取得されており、そ

のデータから、おのおのの好ましい地質環境特性を有する地域はわが国にも広

く存在していると考えられる。 

一方、水理場における動水勾配や透水性は、岩種や割れ目の分布特性等に大

きく影響され、場所によって異なる可能性があるが、瑞浪や幌延の深地層の研

究施設等のデータからも示されるように、地下深部は地表付近に比べ動水勾配

や透水性が小さく、地下水の流れが緩慢である場所がわが国においても十分存

在すると考えられる。 

なお、最終的な地層処分の安全性は、概要調査や精密調査においておのおの

の地質環境特性に関する様々なデータを収集した上で、最終的に設計・施工さ

れる地層処分システム全体での評価を行い示していく必要がある。それぞれの

段階では、段階毎に増加する知見に基づき、次の段階に進むことが妥当かどう

かを判断する。 
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第4章 地質環境の長期安定性への影響要因と対応方針 

地質環境の長期安定性に関して、4.1 閉じ込め機能への影響要因、4.2 物理的

隔離機能への影響要因、4.3 著しい影響を与える事象についてのＮＵＭＯの説

明を踏まえて、4.4 において本ＷＧにおける評価を示す。 
 
4.1 閉じ込め機能への影響要因 

3.1 に示した閉じ込め機能の観点で好ましい地質環境特性（熱環境、力学場、

水理場、化学場）に対して、長期安定性に著しい影響を与える地質的な事象を

特定する。 
著しい影響を与える事象の特定においては、まず、将来、好ましい地質環境

特性を変動させる可能性がある地質的な事象を影響の大小に関係なく抽出し、

科学的知見に基づいてその変動範囲を推定した。その変動範囲が設計での対応

可能な範囲を超えて天然バリアや人工バリアの機能喪失に至る条件にある場

合に、著しい影響を与える事象として特定した。 
 

4.1.1 熱環境 

熱環境の好ましい地質環境特性である「地温が低いこと」に対する影響要因

として、処分場の周辺における新たな「熱源の移動・発生」と「地表の温度の

上昇」が考えられる。 
「熱源の移動・発生」に関連する地質的な事象としては、マグマや熱水に代

表される地熱活動および、断層活動の際、断層面において摩擦熱が発生するこ

とが考えられる。 
「地表の温度の上昇」に関連する事象としては、地質的な事象ではないが気

候変動による日射量等の変化に伴う気温変化が考えられる。また、火山活動に

伴い発生した火砕流が地表に到達した場合にも、地温が変化することが考えら

れる。  
なお、3.1.1(1)に示したように、地温の上昇が 100℃を大きく超え、かつ長期

間にわたり継続した場合に、緩衝材が熱変質（イライト化）する可能性がある

ので、地質環境の長期安定性に著しい影響があるとした。 
 
（1）熱源の移動・発生－地熱活動 

 マグマや熱水に代表される地熱活動による地下深部の地温の変動範囲を第

２次取りまとめおよびその後の科学的知見に基づいて推定し、その影響につい

て検討した。 
3.1.1(2)に示したように、地温勾配は地下の地温分布を反映するので、ここで

は地温勾配のデータに基づいて、高地温地域として地温勾配 10℃/100 m 以上を

目安として、地熱活動の影響を評価した。 
第２次取りまとめでは、日本列島の大局的な地下の温度構造を表わす情報と

して、坑井温度の実測データを収集し、地温勾配図を作成した。これによれば、
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日本列島の広域的な地温勾配の値は 2～5℃/100 m の範囲にある。これに対して、

地温勾配が 10℃/100 m 以上の高温異常域は、一部の火山を除き、第四紀の火山

の分布と整合的であることが示されている。また、地表に火山が存在していな

いにも関わらず、高温異常域である地域については、マグマが地下に存在する

という考えや、地下深部から熱水が上昇しているという考え方が示されている。 
 その後の知見として、国内の地下調査施設において精密な地温勾配の測定が

実施された事例や、地温勾配図に基づいた日本列島の熱構造に関する検討事例

（Tanaka et al., 2004；梅田ほか，2005；日本地質学会 地質環境の長期安定性研

究委員会，2011）が報告されているが、従来の知見と大きく異なる知見は報告

されていない。 
以上の知見に基づくと、高温異常域の発生の原因である火山や地下のマグマ

の存在、熱水の上昇等は、地温を著しく上昇させるため、地熱活動は著しい影

響を与える事象であると考えられる。上述のように地熱活動には非火山性も含

む。 
 
（2）熱源の移動・発生－断層面における摩擦熱 

断層活動に伴う断層面における摩擦熱による地下深部の地温の変動範囲を

第２次取りまとめおよびその後の科学的知見に基づいて推定し、その影響につ

いて検討した。 
第２次取りまとめでは、断層が活動した結果として、断層面に沿って摩擦熱

が発生する可能性があるが、熱の影響は一時的で、その範囲は破砕帯内にとど

まることが示されている。 
その後の知見として、既存の活断層を対象とした検討事例が報告されている。

阿寺断層では、現在の破砕帯内で断層面に沿って過去に広い範囲で温度 200℃
未満の加熱があったこと（山田ほか，2012）、野島断層の断層破砕帯には、形

成初期の断層活動期に 150～280℃の熱水があったこと（Boullier et al.，2004）、
台湾の集集（チチ）地震（1999 年 9 月 21 日、マグニチュード 7.6）の破砕帯（幅

十数 cm）で、摩擦熱により 350℃以上の高温流体が生成したが、その流体が破

砕帯より外側には拡散しなかったこと（Ishikawa et al.，2008）が報告されてい

る。  
以上の知見に基づけば、断層活動に伴う摩擦熱により 150～400℃程度の熱水

が断層破砕帯内において形成される可能性がある。最も温度が上昇したと考え

られる台湾集集地震を事例とし、幅 1 m の破砕帯の領域が 400℃まで上昇した

と想定して、一次元熱伝導解析により、破砕帯内の温度が 100℃を下回るまで

の期間を評価した。その結果、周辺岩盤温度が 45℃の時（処分深度 1000 m 相

当の岩盤温度）、100℃を下回るのに 60 日程度かかったが、この程度の期間で

あればベントナイトの熱変質はわずかであり、緩衝材の機能の喪失には至らな

い。したがって、断層活動に伴う摩擦熱は著しい影響を与える事象とはならな

いと考えられる。 
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（3）地表の温度の上昇－気候変動による気温変化 

気候・海水準変動に伴う地表面の気温の変動範囲を、第２次取りまとめおよ

びその後の科学的知見に基づいて推定し、その影響について検討した。 
第２次取りまとめでは、現在に比べ間氷期の最温暖期には 2℃～3℃高かった

と考えられることが示されている。 
その後の知見として、氷床コアのデータによれば、最後の間氷期（約 12.5 万

年前）における極域の平均気温は、現在より 3～5℃高かったとされている（気

象庁，2007）。 
以上の知見に基づけば、長期的な平均気温の変動幅は数℃程度であり、地表

付近の平均温度と地温勾配から見積もった地温の変動範囲も同程度と考えら

れる。また、地熱活動が盛んな地域を除けば、数℃程度の変動で地温が 100℃
を超えることはないと考えられる。したがって、気候変動による気温変化は、

著しい影響を与える事象とはならないと考えられる。 
 

（4）地表の温度の上昇－火砕流による地表温度の上昇 

第２次取りまとめにおいて、火砕流による地表温度の上昇の長期的な影響に

関する検討は示されていない。 
その後の知見として、大規模火砕流の熱的影響について、事例調査と熱解析

を実施した報告がある（石丸・角田，2002；松崎ほか，2004）。それによれば、

火砕流の堆積時の層厚さは最大で 150 m、概して 50 m 未満で、火山から遠ざか

るほど薄くなる傾向があり、堆積時の推定温度は 450-600℃前後とされている。 
以上の知見に基づいて、石丸・角田（2002）を参考に、火砕流の堆積厚さ（10-150 

m）、火砕流堆積時の初期温度を保守的に 900℃、地温勾配を 3℃/100 m、地表

温度を 15℃として、深度毎の岩盤温度を一次元熱伝導解析により見積もった。

その結果、大規模火砕流が長期間地表を覆った場合、地下 300~1000 m 程度ま

での範囲の岩盤温度は、深さ 300 m では 25～70℃程度、500 m では 30～52℃、

1000 m では 43～52℃となり、火砕流の堆積厚さ、深度にかかわらず 100℃を下

回ること、火砕流の影響は深部ほど受けにくいことが分かる。以上のことから、

火砕流による地表温度の上昇は著しい影響を与える事象とはならないと考え

られる。なお、火砕流が到達する可能性がある地域の場合は、その影響を評価

した上で処分深度をより深くする等の対策をとることが可能と考えられる。 
 
（5）熱環境に関する著しい影響を与える事象の特定 

以上の検討に基づき、熱環境に対して著しい影響を与えると考えられる事象

は、「地熱活動」である。 
 
4.1.2 力学場 

力学場の好ましい地質環境特性である「岩盤の変形が小さいこと」に対する

影響要因としては、地下深部の「岩盤の破断・破砕」、「岩盤の弾性変形」、「岩

盤のクリープ変形量の増大」が考えられる。 
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「岩盤の破断・破砕」に関連する地質的な事象としては、地下深部から地上

まで達する断層のずれが考えられる。 
「岩盤の弾性変形」に関連する地質的な事象としては、地震動による岩盤の

ひずみが考えられる。 
「岩盤のクリープ変形量の増大」に関連する地質的な事象としては、温度上

昇に伴う岩盤のクリープ特性の変化があり、温度上昇の要因としては地熱活動

が考えられる。 
 
（1）岩盤の破断・破砕―処分深度に達する断層のずれ 

地下深部から処分深度に達する断層のずれに関する変動範囲を第２次取り

まとめおよびその後の科学的知見に基づいて推定し、その影響について検討し

た。 
過去に繰り返し活動し将来もその活動が継続する地下深部から地上まで達

する断層は、将来、処分深度から地表にかけて岩盤の破断・破砕をさらに引き

起こす可能性がある。このような性質を有する断層は、活断層と一般的に認識

されている。 
第２次取りまとめでは、わが国における主な地震・断層活動は、既存の活断

層帯において、過去数十万年程度にわたり同様の活動形式で繰り返し起こって

おり、十万年程度の将来についても、現在の活動の場が継続するものと考える

ことができるとされている。これらの活断層は、地下深部から処分深度を経て

地表にまで達しており、その平均変位速度は 0.01～10 m／1000 年の範囲である。 
第２次とりまとめ以降、地震防災の観点等から実施された調査の結果に基づ

き、各種の活断層図が拡充されているが、上記の範囲を超える事例の報告はな

い（中田・今泉，2002；産業技術総合研究所ホームページ a 等）。 
以上の知見に基づくと、既存の活断層は今後も繰り返し活動することにより、

オーバーパック等の人工バリア要素の破壊を招き、閉じ込め機能の喪失につな

がる可能性が高い。また、繰り返し活動することから、人工バリアの剛性を高

める等の工学的対策を合理的な範囲で実施することは容易ではないと考えら

れる。以上のことから、既存の活断層のように地下深部から処分深度を経て地

表まで達する断層のずれを引き起こす事象は、力学場の長期安定性に著しい影

響を与える事象であると考えられる。 
なお、上記の既存の活断層以外の、変位規模が小さい断層（既存割れ目等を

含む）が単独で、または地質断層が、将来活動する可能性および著しい岩盤の

変形を引き起こす可能性は必ずしも高くないと考えられる。したがって、現地

調査等詳細な調査結果に基づいて、処分場を断層から離す、断層上に廃棄物を

埋設しない等、工学的対策を実施することが可能であると考えられる。また、

科学的知見に不確実性があることを踏まえると、影響が顕在化したことを想定

した安全性の評価を実施し、回避又は工学的対策を実施するかについて、総合

的に判断する。  
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（2）岩盤の弾性変形－地震動による岩盤のひずみ 

地震動による岩盤のひずみに関する変動範囲を第２次取りまとめ、およびそ

の後の科学的知見に基づいて推定し、その影響について検討した。 
第２次取りまとめでは、閉鎖後における人工バリアを含む岩盤領域を対象と

して耐震安定性について検討し、地震が起こった際に人工バリアは岩盤と一体

となって振動すること、緩衝材が地震によりせん断破壊することがないこと、

および液状化することがないことから、地下深部において人工バリアは耐震安

定性を有することが示されている。また、地下数百 m 以深では一般に地震動の

構造物に対する影響は小さいと考えられることも示されている。  
その後の知見として、東北地方太平洋沖地震を含めたマグニチュード７以上

の地震において、深度 250 m 以深（87 地点）の KiK-net 観測データから、深度

250 m 以深における地震加速度は、深度に依存せず同一地点の地表での観測値

に対して 1/3～1/5 程度であることが報告されている（藤川ほか，2012）。なお、

閉鎖後の人工バリアに対する耐震安定性解析の新たな事例は報告されていな

い。 
 以上の知見に基づけば、地震動により人工バリアの機能が喪失することは考

えにくい。なお、地震動が繰り返し起こることによる長期的な影響については、

今後も、再来性や人工バリア特性の変化等を考慮した解析等により確認し、必

要に応じて人工バリア設計に反映することが可能であると考えられる。したが

って、地震動による岩盤のひずみは、著しい影響とはならないと考えられる。 
 
（3）岩盤のクリープ変形量の増大－地温上昇に伴う岩盤クリープ変形量の増

大 

地温上昇に伴う岩盤クリープ変形量の変動範囲を第２次取りまとめおよび

その後の科学的知見に基づいて推定し、その影響について検討した。 
3.1.2(2)では、わが国で観測されている応力状態下で、軟岩系岩盤においても

岩盤の変形量が小さいことを示した。第２次取りまとめでは、硬岩系岩盤にお

いても岩盤の変形量が小さいことが示されているが、地温上昇に伴う岩盤クリ

ープ変形に関する検討結果は示されていない。 
その後の知見として、クリープ変形特性の温度依存性の試験検討が実施され

ており、クリープ特性の温度依存性については、泥岩では認められないが、凝

灰岩にはそれが認められることが報告されている（岡田，2006）。また、凝灰

岩では温度が 80～95℃の条件下のクリープ速度が 20-60℃に比べ増加すること

が報告されている（Shibata et al., 2007）。  
 以上の知見に基づけば、岩盤のクリープ特性について、温度依存性が認めら

れ、それは岩種により異なると考えられる。しかし、わが国に分布する岩石・

岩盤に関しては、温度上昇によりクリープ変形量が変化したとしても、変形量

の変化は微小であることから、室内試験により物性を把握した上で定量的にオ

ーバーパック等の人工バリアの設計に反映する等の工学的対策が可能である

と考えられる。したがって、地温上昇によるクリープ変形量の増大は著しい影
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響を与える事象とはならないと考えられる。 
 
（4）力学場に関する著しい影響を与える事象の特定 

以上の検討に基づき、力学場に対して著しい影響を与えると考えられる事象

は、「処分深度に達する断層のずれ」である。 
 
4.1.3 水理場 

水理場の好ましい地質環境特性である「地下水流動が緩慢であること」に対

する影響要因としては、地下深部の「動水勾配の増加」、「地下水流動経路の変

化」、「涵養量の変化」が考えられる。 
「動水勾配の増加」に関連する地質的な事象としては、沿岸部においては、

海水準変動により海側の水位が低下することや、侵食に伴う地形変化が考えら

れる。また、地震に伴う地下水位（または水圧）の変化も考えられる。 
「地下水流動経路の変化」に関連する地質的な事象としては、海水準変動に

伴う地下水の流出点の変化や、塩淡境界の位置が変化することによる経路の変

化が考えられる。また、対象地域にある断層がずれることにより、その透水性

が変化した場合も、地下水流動経路に影響を与える可能性がある。 
「涵養量の変化」に関連する地質的な事象としては、気候変動による涵養域

の降水量の変化があげられる。  
以上の地質的な事象が将来発生すると、地下流速が変わることや、地下水流

動経路が変化する可能性がある。処分場スケールにおける地下深部の地下水の

動きは、主に動水勾配と岩盤自体の透水性に支配されている。動水勾配は、地

表付近では地形に強く依存するが、地下深部では地表に比べて局所的な地形の

影響が少ないため、動水勾配は緩やかになると考えられる。3.1.3(2)で記述した

ように、地表付近の動水勾配（地下水面の勾配）は、低地（0.008）、台地（0.016）、
丘陵地（0.035）、山地（0.061）の順に大きくなる。岩盤の透水性は、地下水の

通り道となる割れ目や、岩石を構成する鉱物粒子間の間隙の構造に依存するた

め、割れ目の頻度等が変化すれば、透水性が変化し、地下水流動経路に影響を

与える。 
また、広域スケールの地下水の動きは、地域の地質構造や地理的条件にも依

存する。地質構造としては、特に地下水の移行経路となり得る断層・破砕帯（透

水性が高い場合）等が重要な要素となる。地理的条件としては、涵養量（地形

の効果も含む）、さらには、沿岸部であれば、地下深部の塩水域と淡水域の分

布も地下水流動に影響を与える。 
なお、これらの影響は、サイトの地形や地質構造、断層の分布、気候・海水

準変動等に強く依存して複合的に作用する。したがって、実際の影響について

はサイト毎に総合的に評価する必要がある。 
 

（1）動水勾配の増加－海水準変動および地形変化 

第２次取りまとめにおいては、気候・海水準変動に伴い動水勾配が変化する
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可能性があり、氷期には海水準の低下による侵食によって地形変化が生じ、そ

れにより地下水の動水勾配が大きくなる可能性があるとしている。また、気

候・海水準変動に関しては、過去数十万年における海水準が、氷期－間氷期の

１サイクルにおいて、現在に比べて+5 m～-120 m 程度の範囲で変動してきたこ

とが示されている。 
その後の知見として、海水準変動に関しては、氷期には海水準が最大で 150 m

程度低下し、最終間氷期には、グリーンランド氷床の大幅な縮小が約 5 m にお

よぶ海水準の上昇をもたらしたと考えられることが報告されている（Cuffey 
and Marshall，2000 等）。また、3.1.3(2)で示したように、幌延や瑞浪の深地層

の研究成果に基づくと地下の動水勾配は地下深部ほど低く、深度 300 m 以下の

処分深度においては 0.01 オーダー（瑞浪）と 0.001 オーダー（幌延）程度であ

り、深度 150 m でも同オーダーである（JNC，2005）。なお、長期的な地下水流

動場の変遷については、北海道幌延地域を事例として、過去からの地下水流動

場の長期変遷に関するモデル化と過去の地下水流動場の再現に基づいて、海水

準変動と地形変化を考慮した地下水流動について、一連の解析手法の適用性の

確認が進められている（石井ほか，2006；太田ほか，2007；操上ほか，2008；
舟木ほか，2009；今井ほか，2009；尾上ほか，2009；Ishii et al., 2010；中山ほ

か，2010；2012；Niizato et al., 2010；Amano et al., 2011）。 
以上の知見に基づけば、過去の氷期には、海面は現在よりも最大 150 m 程度

低くなった時期があることが分かっており、最大 150 m の侵食が生じる可能性

はある。しかし、仮に 150 m 程度の侵食が生じた場合でも、幌延や瑞浪の研究

事例から、オーダーが変わるほどの動水勾配の変化は生じる可能性は低いと考

えられる。また、上述のような解析手法を適用し、将来の地下水の水頭分布か

ら動水勾配を推定することは可能であると考えられ、その結果に基づいて、必

要な場合には、地下水流動が緩慢と考えられる領域まで処分深度を深くする工

学的対策を実施することも可能であると考えられる。 
したがって、海水準変動および地形変化が引き起こす動水勾配の増加は、水

理場に対して著しい影響を与える事象とはならないと考えられる。 
 

（2）動水勾配の変化－地震に伴う地下水位（または水圧）の変化 

第２次取りまとめにおいては、地震前後の地下水流動や水質の変化は、季節

変化等の経時変化に比べて小さいこと、また仮に大きな地震があったとしても、

その変化は一時的であり、数カ月後にはもとの水位に戻ることが示されている。 
その後の知見として、2011 年に発生した東北地方太平洋沖地震およびその後

の地震に関連して、全国的に地下水の変位が観測されている。特に西日本では、

地震予知を目的として設置された地下水位の観測網に、同地震後の地下水位の

変化が記録されている（産業技術総合研究所ホームページ b）。地下水位変化の

情報によれば、同地震の直後から地下水位が多くの地点で数 m 程度の範囲で変

動したが、ほとんどの観測地点において１年以内に地震発生前の状態に回復し

ている。また、2 地点で 1 年以上にわたり変化が継続しているが、その後回復
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傾向にあると考えられている。また、2011 年 4 月 11 日の福島県浜通りの地震

に伴っては、27℃の温泉が自噴し、地震の発生から２年以上にもわたり継続し

ている（産業技術総合研究所ホームページ c）ことが報告されているが、地下

水の起源等については現在も特定されていない。 
以上の知見に基づけば、地震に伴う地下水位（または水圧）の変化は、広域

スケールで発生し、サイトの地質構造（遮水性断層の有無等）に依存して、処

分場スケールでも変化すると考えられる。影響の程度は、これまでの観測され

た数ｍの水位変化の範囲の変化であれば、新たな工学的対策を考慮する必要は

ないと考えられる。したがって、動水勾配の変化は著しい影響を与える事象と

はならないと考えられる。 
なお、福島県浜通り湧水の事例については、その原因として、表層付近の透

水性や地下水圧の変化、地下深部の透水性や地下水圧の変化、過去の炭鉱開発

による人為的な擾乱等が考えられるため、今後も引き続き情報の収集に努める。 
 

（3）地下水流動経路の変化－気候・海水準変動に伴う流出点の変化、塩水／

淡水境界の位置の変化 

第２次取りまとめにおいては、塩分濃度の違いによる密度差により塩水／淡

水境界に沿って淡水が上昇する沿岸部の地下水流動状況が、気候・海水準変動

による塩水／淡水境界の移動の影響を受けることが示されている。その後の知

見として、上記と異なる知見の報告はない。  
このような海水準変動に伴う地下水流動経路の変化については、4.1.3(1)に述

べた地下水流動場の長期変遷に関する評価手法を適用して、地下水流動場の評

価をした上で、その結果に基づいて処分場の設置位置や深度の設定等の工学的

対策を実施することが可能である。したがって、地下水流動経路の変化は著し

い影響を与える事象とはならないと考えられる。なお、流出点の変化について

は、安全評価において、生物圏の設定を行う際に反映する。  
 

（4）地下水流動経路の変化－断層のずれに伴う透水性の増加 

ここでは、将来活動する可能性のある断層として、活断層を対象として、地

下水流動経路の変化に対する影響を評価した。 
第２次取りまとめにおいては、地震・断層活動が地層処分システムへ与える

影響としては、岩盤の破断・破砕とこれに伴う地下水移行経路の形成、地震動

による岩盤や地下水の性質の変化等が想定されることが示されている。 
その後の知見としては、代表的な活断層を対象とした断層とその周辺の変形

の影響について、事例的研究が進められており、跡津川断層および臼木谷断層

では、断層長さに比例してプロセスゾーン（断層周辺の母岩内で断層形成にか

かわった領域で、その外側の母岩に比べて節理や小断層、微小割れ目が数多く

発達）の幅が増大していること（金折，2001）、阿寺断層では、断層活動に伴

う物理的影響範囲は断層からおおよそ 200 m 程度、および断層運動による影響

範囲と考えられるダメージゾーン（地下水流動や物質移動に寄与する断層近傍
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の割れ目帯や変質部）は従来のプロセスゾーンの見積り範囲と整合すること

（吉田ほか，2009）の報告があり、活断層の周辺では、健岩部とは異なる透水

性の場（割れ目の頻度等）が形成されていることが示されている。また、活断

層の周辺の透水性の研究事例として野島断層（兵庫県南部地震において活動）

が存在するが、活動直後に断層付近の透水性が増加したものの、8 年以内に回

復したと考えられることが報告されている（Tadokoro and Ando，2002；北川ほ

か，2008）。 
以上の知見に基づけば、活断層の活動に伴い、断層およびその周辺の影響範

囲において、透水性が増加する可能性があり、これに伴い、活断層とその周辺

が主要な地下水流動経路となる可能性がある。そのような変化は地層処分の時

間スケールからみれば比較的短期間で収束することも期待されるが、これらの

変化が一般性を有するものであることの論拠は十分とはいえない。したがって、

ここでは断層活動による透水性の増加が長期間継続した場合を想定すると、放

射性物質の移行経路が変わる可能性も考えられることから、保守的に著しい影

響を与えると考えられる事象とした。今後の研究事例の蓄積により、断層活動

と透水性の関係について、さらなる科学的知見が得られれば、その影響の程度

を再度評価することが可能となると考えられる。 
 

（5）涵養量の変化－気候変動に伴う涵養域の降水量の変化 

涵養量は雨水が地上から地下に浸透する量であり、主に降水量に影響される

と考えられる。 
第２次取りまとめにおいては、降水量の変動に関するデータは限られている

が、氷期の日本列島では現在の 7 割から半分近くまで減少していた可能性が高

いこと、十万年の氷期・間氷期の周期が卓越しているとともに、その中に更に

短い周期が認められることが示されており、涵養量が気候変動により変化した

ことが示されている。 
その後の知見としては、最終氷期極大期には、降水量が現在の 5～7 割に減

少していたと推定されること（松末ほか，2000）、また、わが国における約 25
万年前から現在までの気候変動が詳細に把握され、将来予測に必要な情報が蓄

積されている（大場，2006）こと等が報告されている。 
以上の知見に基づけば、氷期の極大期には、現在と比較して、降水量は概し

て 5～7 割程度に減少する可能性がある。涵養量はサイトの地形や局所的な気

候に依存するので、サイトごとに涵養量を評価し、処分場スケールに対する影

響を評価する必要がある。このような変化については 4.1.3(1)で述べた、地下水

流動場の長期変遷の検討の際に合わせて評価することが可能である。 
したがって、涵養量の変化は著しい影響を与える事象とはならないと考えら

れる。 
 

（6）水理場に関する著しい影響の特定 

以上の検討に基づき、水理場に対する著しい影響を与えると考えられる事象
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は、「断層のずれに伴う透水性の増加」である。 
なお、ここで取り上げた地質学的な事象による水理場の長期変動の影響につ

いては、具体的な現地調査結果が必要となることから、実際のサイトを対象と

して今後確認する必要がある。 
 

4.1.4 化学場 

化学場の好ましい地質環境特性である「地下水が高 pH あるいは低 pH では

ないこと」、「酸化性雰囲気でないこと」および「炭酸化学種濃度が高くないこ

と」に対する影響要因として、地下深部への「低 pH 地下水の流入」、「高 pH
地下水の流入」、「酸化性地表水の流入」、「炭酸化学種濃度の上昇」が考えられ

る。 
「低 pH 地下水の流入」および「炭酸化学種を含む地下水の流入」に関連す

る地質的な事象としては、火山性熱水や深部流体の移動・流入が考えられる。 
「高 pH 地下水の流入」に関連する地質的な事象としては、超塩基性岩が地

下水と反応することにより蛇紋岩化するとともに、強アルカリ性の地下水が生

成することが考えられる。 
「酸化性地表水の流入」に関連する地質的な事象としては、処分深度に到達

している断層が活動した際に、断層の透水性が増加することにより、地表水が

地下に向けて流入する可能性が考えられる。 
3.1.4(1)に示した条件が変化する場合に、著しい影響となると考えられる。 
 

（1）低 pH地下水の流入、炭酸化学種を含む地下水の流入－火山性熱水や深部

流体の移動・流入 

火山性熱水や深部流体の移動・流入に伴う地下水の pH と炭酸濃度の変動範

囲を第２次取りまとめおよびその後の科学的知見に基づいて推定し、その影響

について検討した。 
火山性熱水については、第２次取りまとめでは、pH4.8 未満の地下水は主に

第四紀火山およびその周辺地域に分布することが示されている。この理由は、

マグマに含まれる揮発成分は火山ガスの組成等から、H2O、 CO2、 SO2、 H2S、 
HCl を主成分とし、これらがマグマの上昇に伴う圧力の低下によって放出され、

地下水に溶解し、その pH を低下させるためであるとされている。 
その後の知見としては、pH は火道近傍で 4.8 以下、それ以遠は中性～弱アル

カリ性と考えられる（浅森ほか，2002；川村ほか，2008）ことが示されている。

また、水質に関して、火道ごく近傍で SO4
2-が卓越、近傍では Cl-が卓越、その

周りで HCO3
-が卓越する（川村ほか，2008）ことが報告されている。 

以上の知見に基づけば、火山性熱水については、酸性地下水や炭酸化学種濃

度が高い地下水が地熱活動が活発な第四紀火山の近傍に分布するとともに、酸

性地下水の影響は上部の地質構造の影響を受け、広範囲に及ぶ可能性がある。

また、将来、地熱活動が活発化した際に、マグマに含まれる揮発成分の地下水

への溶解により、pH の低下や炭酸富化する可能性もある。これらの事象は、
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特に人工バリアの閉じ込め機能を著しく低下させうるため、化学場に対して著

しい影響を与えると考えられる事象である。 
深部流体は、沈み込むスラブやマントル起源の流体が断裂系等を通じて地表

付近に上昇するものと考えられる（産業技術総合研究所，2012）。第２次取り

まとめでは、深部流体についての記述は無い。その後の知見として、pH が酸

性で炭酸化学種濃度が高いという特徴を持つこと（産業技術総合研究所，2012）
が報告されている。わが国の深層地下水データベース（高橋ほか，2011）に基

づくと付加コンプレックスの地下水の炭酸化学種（重炭酸 HCO3
-）濃度は 184

～4432 mg/dm3 の範囲であり、平均値は 799 mg/dm3 を示すことが示されており、

これらが地下深部から上昇してくるマントル起源のガスに由来する可能性が

示されている（尾山ほか，2011）。 
以上の知見に基づけば、深部流体については、火山性熱水と同様に pH は酸

性を示し、炭酸化学種濃度が高い場合には、化学場に対して著しい影響を与え

る事象となる。尾山ほか（2011）に示された炭酸化学種濃度をモル濃度に換算

すると、0.003~0.07 mol/dm3 に相当する。この程度の濃度であれば、著しい影響

と考えられる 0.5 mol/dm3 に比べ低い濃度である。ただし、採水したボーリング

孔の深度が処分深度より浅い場合には深部流体と天水の混合により濃度が過

小評価されている可能性があり、地下深部ではより高い濃度となる可能性があ

るため、保守的な観点から、化学場に対して著しい影響を与えると考えられる

事象とする。 
 

（2）高 pH地下水の流入－超塩基性岩と反応した地下水の移動・流入 

超塩基性岩と反応した地下水の移動・流入について変動範囲を第２次取りま

とめおよびその後の科学的知見に基づいて推定し、その影響について検討した。 
第２次取りまとめでは、この現象に関する記述はないが、火山の近傍等を除

くわが国における地下水の pH の実測範囲は、6.29~10.27 というデータが示さ

れている。 
その後の知見としては、フィリピン Manleluag – Saile 鉱山を事例として、

アルカリ性地下水の湧出とその近くにあるベントナイト鉱床との反応につい

て検討がなされている。アルカリ性地下水（おおむね pH11、最高 11.7）の発生

原因として、一部が地表に露出したオフィオライト層に含まれる超塩基性岩の

蛇紋岩化作用によること、アルカリ性地下水と火山ガラスの反応が非常に微小

な領域に限られること、ベントナイト鉱床の粘土鉱物が X 線回折法に基づくと

鉱物学的に変質を受けた痕跡がないこと等が確認されている（原子力環境整備

促進・資金管理センター，2013）。 
以上の知見に基づけば、超塩基性岩は、地下水との反応により蛇紋岩化作用

を生じ、アルカリ性地下水を生成するが、地下水の pH はおおむね 11 であり、

この程度の pH であれば、緩衝材の化学的緩衝機能により、オーバーパックの

耐食性および多くの放射性物質の溶解度に著しい影響を与えることはないと

考えられる。また、緩衝材であるベントナイトの変質は著しくなく、その影響
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範囲も限定的であると考えられることから、超塩基性岩と反応した高 pH 地下

水の移動・流入は、著しい影響を与えないと考えられる事象である。 
 

（3）酸化性地表水の流入－断層のずれに伴う透水性の増加 

断層のずれに伴う透水性の増加による酸化性地表水の流入について第２次

取りまとめおよびその後の科学的知見に基づいて推定し、その影響について検

討した。 
第２次取りまとめでは、野島断層（阪神・淡路大震災で活動）の破砕帯の近

傍で、酸化性の地表水を引きこんだ形跡がみられる場合があるが、野島断層の

場合、このような形跡が見られている範囲は活断層破砕帯の近傍数十ｍと考え

られることが示されている。 
その後の知見では、4.1.3(4)で示したように、野島断層において、活動直後に

断層付近の透水性が上昇したが、8 年以内に回復したと考えられる（Tadokoro 
and Ando，2002；北川ほか，2008）ことが示されているが、第２次取りまとめ

に示された事例以外に酸化性の地表水を引き込んだという研究報告はない。 
以上の知見を踏まえると、断層の透水性が変化することによる地表水の引き

込みは、活断層のすべてに必ず発生するわけではなく、活断層が存在する場所

の涵養量や地形に依存すると考えられる。したがって、酸化性の地表水の引き

込みは、ある一定の条件下においてのみ検討すべき事象であると考えられるが、

発生した場合には、著しい影響を与える可能性があるため、保守的な観点から、

著しい影響を与えると考えられる事象とする。 
 

（4）化学場に対して著しい影響を与える事象の特定 

以上の検討に基づくと、化学場に対して著しい影響を与えると考えられる事

象は、「火山性熱水や深部流体の移動・流入」と「断層のずれに伴う透水性の

増加」である。 
なお、「断層のずれに伴う透水性の増加」については、サイト毎にその影響

の度合いを評価する必要がある。 
 

4.2 物理的隔離機能への影響要因 

地下深部に放射性廃棄物を埋設しても、天然事象によって廃棄物が地表に著

しく接近し、物理的隔離機能が喪失する場合として、「マグマの処分場への直

撃と地表への噴出」と「著しい隆起・侵食に伴う処分場の地表への著しい接近」

が考えられる。 
 

4.2.1 マグマの処分場への直撃と地表への噴出 

万が一、地殻下部から上昇してきたマグマが処分場を直撃し、さらに地表に

まで噴出することを想定した場合、処分場のかなりの範囲でマグマに取り込ま

れた廃棄体が地表にまで移動する可能性があり、人間の生活圏から隔離する機

能を喪失すると考えられる。したがって、マグマの地表への噴出は、地層処分
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システムの安全性に著しい影響を与える事象であると考えられ、サイト選定に

おいて回避する必要があると考えられる。 
 

4.2.2 著しい隆起・侵食に伴う処分場の地表への著しい接近 

著しい隆起と侵食作用が生じた場合、処分場の設置領域を含む相当の範囲の

岩盤が地表に著しく接近する可能性が考えられ、この場合はすべての廃棄体を

人間の生活環境から隔離する機能が喪失する。したがって、隆起・侵食が著し

い地域は、サイト選定において回避する必要がある。なお、侵食については、

海水準低下に伴う侵食も大きく影響することから、海水準低下に伴う侵食につ

いても包含する必要がある。 
 

4.3 著しい影響を与える影響要因と関連事象のまとめ 

4.1および4.2で特定した好ましい地質環境特性に著しい影響を与える事象を

表 2 にまとめる。これらの事象は、天然現象として、火山・火成活動等、断層

活動、隆起・侵食に大きく分類することができる。なお、火山・火成活動等に

分類した非火山性の地熱活動および深部流体は、現象の考え方が異なるため、

次章では分けて取り扱う。 
 

表 2 著しい影響を与える事象と天然現象の関係 

  火山・火成活動等 断層活動 隆起・侵食 
気候・ 

海水準変動 

閉
じ
込
め
機
能
の
喪
失 

熱環境 
地熱活動 

（非火山性を含む） 
― ― 

 

力学場 ― 
処分深度に達す
る断層のずれ 

―  

水理場 ― 
断層のずれに伴
う透水性の増加 

―  

化学場 
火山性熱水や深部
流体の移動・流入 

断層のずれに伴
う透水性の増加 
（条件による） 

―  

物理的隔離 
機能の喪失 

マグマの処分場へ
の貫入と地表への

噴出 
― 

著しい隆起・侵食
に伴う処分場の地
表への著しい接近 

 

 
4.4 「地質環境の長期安定性への影響要因と対応方針」に関する評価 

好ましい地質環境特性についての議論の結果に基づき、第２次取りまとめ以

降の最新の科学的知見を踏まえ、閉じ込め機能を長期的に確保する観点から、

火山や地震等といった天然現象による影響を評価するとともに、物理的隔離機

能に著しい影響を与える事象も抽出し、双方の観点から地層処分の機能に著し

侵
食
の
要
因
と
し
て
評
価 
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い影響を与える事象を整理した。その結果、閉じ込め機能の喪失に関連する事

象として、熱環境については「地熱活動」が、力学場に対しては「処分深度に

達する断層のずれ」が、水理場に対しては「断層のずれに伴う透水性の増加」

が、化学場に対しては「火山性熱水や深部流体の移動・流入」および「断層の

ずれに伴う透水性の増加」がそれぞれ挙げられた。一方、物理的隔離機能の喪

失の観点からは、「マグマの処分場への貫入と地表への噴出」および「著しい

隆起・侵食に伴う処分場の地表への著しい接近」が抽出された。 

これらの事象のうち、確実に回避すべきことは人間の生活環境に廃棄体が露

出することとなる物理的隔離機能の喪失であり、この観点からは、「マグマの

処分場への貫入と地表への噴出」および「著しい隆起・侵食に伴う処分場の地

表への接近」が抽出されており、これらについてはサイト選定により確実に回

避することが必要である。 

また、閉じ込め機能を確保する上で好ましい地質環境特性に影響を与える事

象として抽出している「地熱活動」「火山性熱水や深部流体の移動・流入」「断

層のずれ」については、廃棄体そのものは地下深部に定置されている状況であ

り、その他の閉じ込め機能が維持されている場合には、必ずしも人間の生活環

境に著しい影響を与えるとは限らないものの、閉じ込め機能の重要な一部を喪

失させることとなる可能性がある。したがって、「地熱活動」、「火山性熱水や

深部流体の移動・流入」や「断層のずれ」については、回避すべき事象である

と考えられる。 

「断層のずれ」については、地下深部から処分深度を経て地表・地表付近に

達するような規模を有しその変位量が大きい断層の場合には、廃棄体が破壊さ

れる可能性があるとともに透水性が増加する可能性がある。特に、ガラス固化

体中の初期の放射能の大部分を占め地下水への溶解度が高いセシウム-137 お

よびストロンチウム-90 が、十分減衰していない期間にこのようなことが起こ

れば、地層処分システムに著しい影響を及ぼす可能性がある。そのため、規模

が大きく将来活動する可能性がある断層については、地層処分システムに著し

い影響を及ぼす蓋然性がより高いことから、回避すべきと考えられる。一方、

規模の小さな断層等については、その影響の程度を適切に評価し、処分場のレ

イアウトを工夫する等の工学的対策を適切に講じることで、将来断層が活動し

たとしても、その影響を最小限に抑えることが可能である。 

また、これらの事象ごとに見れば影響の程度が小さい場合でも、事象が複数

同時に生じた場合、地層処分システムの安全性に著しい影響を与える可能性は

否定できない。このような複合的な現象の発生は、実際にサイトが特定された

後、概要調査までに十分な調査を経て起こりうるシナリオに基づいて将来予測

を行わなければ、現実的な評価は困難である。それゆえ、サイトが特定された

後に、それらの複合的な現象の発生を加味した地層処分システム全体の安全評

価を行い、地層処分の安全性を示していく必要がある。 

なお、上述した工学的対策や地層処分システム全体としての評価についても、

第２次とりまとめ以降の技術の進展を踏まえつつ議論を進めていくことが、地
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層処分の技術的信頼性向上の観点から必要不可欠であることも本審議で指摘

されたところであり、今後継続的に行っていく必要がある。 
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第5章 地質環境の長期安定性への影響要因に関するサイト調査の方針 

地質環境の長期安定性への影響要因に関するサイト調査の方針について、5.1
段階的な調査と総合的評価の考え方、5.2 の影響要因となる天然現象に関する

考え方の前提となるプレートシステム、5.3 の火山・火成活動等、断層活動、

隆起・侵食等の各現象の考え方と回避の方法、についてＮＵＭＯの説明を踏ま

えて、5.4 において本ＷＧにおける評価を示す。 
 

5.1 段階的な調査と総合的評価の考え方 

段階的な調査は、文献調査の対象となることの事前確認、概要調査地区選定

段階（文献調査の段階）、精密調査地区選定段階（概要調査の段階）、処分施設

建設地選定段階（精密調査の段階）という４つの段階で行われる。 
事前確認および文献調査の段階では、文献情報に基づいて対象地域の地層処

分に対する適性を評価する。既存の火山の分布や地表の活動痕跡が明確な活断

層については、全国を対象としてその分布等が体系的に整理された文献があり、

また、個別の地域においても、研究論文等が存在すると考えられることから、

それらの情報に基づいて、既存の火山や活断層の存在が明らかな地域を特定す

ることは可能と考えられる。 
一方、300 m 以深の地下深部の地質環境特性の情報については、一部の地域

（天然ガス等の地下資源の分布地域、原子力発電所の周辺等）を除けば、文献

情報はほとんどないか、断片的であると考えられる。このため、文献情報で好

ましい地質環境の把握が困難な場合は、地表調査や物理探査やボーリング調査

による地下の現地調査が可能となる次段階（概要調査の段階）において、現地

調査により情報を拡充した上で、回避の必要性を判断する。  
これに対し、処分施設建設地選定段階（精密調査の段階）においては、地下

調査施設を建設し、地下深部の地質環境特性をさらに詳細に調査することが可

能となる。 
以上に示した段階的な調査方法の特徴を踏まえ、将来の影響が明らかな天然

現象については、原則として事前確認、文献調査および概要調査の段階におい

て、入念に調査を実施し、影響が著しいと想定される範囲を回避して、サイト

を段階的に絞り込む。 
なお、精密調査の段階以降に、地下調査施設や地表の追加調査で新たな情報

が得られた場合には、改めて影響範囲等を評価し、必要に応じて著しい影響の

範囲を回避する。  
また、地下深部の地質環境特性の情報に基づいて、将来の影響について工学

的対策 4等も加えた総合的な評価が必要な場合については、概要調査および精

密調査の段階において、調査対象地域の現地調査の結果に基づいて、工学的対

                                                 
4 工学的対策とは、処分場スケールにおいて、施設レイアウトにより天然現象の影響を

低減する対策や、余裕をもたせた人工バリアの設計などのこと。 
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策や安全性に対する影響評価解析等を実施する。その際、地域の地質環境にお

いて、発生可能性を考慮して複合現象の影響評価を実施し、その結果を処分深

度の設定、施設レイアウトや人工バリア設計等に反映する。 
 
5.2 プレートシステムについて 

天然現象による将来の著しい影響を検討する上で、日本列島を含む周辺のプ

レートシステムの理解が重要である。これは火山の分布や断層の活動性、隆起

等の地殻変動の傾向が、プレート運動と密接に関係しているためである。 
第２次取りまとめでは次のように示している。日本列島の現在のテクトニク

スが成立した時期は、地域ごとに異なるものの、おおむね新第三紀鮮新世から

第四紀更新世であり、地殻変動の傾向や火山活動の場は数十万年から数百万年

にわたって、著しい変化が認められていない。したがって、今後もプレートシ

ステムの転換が生じなければ、現在の地殻変動の傾向や火山活動の場が今後も

維持されると考えられ、今後、プレートシステムに何らかの変化が生じた場合

にも、システムの転換には、百万年以上の期間を要することから、将来十万年

程度であれば、現在の地殻変動、火山活動等の傾向が著しく変化するとは考え

にくいとされた。 
その後の知見としては、現在に至る日本列島の原形の構成や過去の周辺のプ

レート運動の復元などについて、以下のように得られている。日本列島の原形

は、日本海の拡大とともに古第三紀漸新世から新第三紀中新世にかけて形成さ

れ、日本列島周辺のプレートシステムの基本的な枠組みは、この時代に成立し

たと考えられている（梅田ほか，2005）。日本列島における地殻変動や火山活

動等の傾向は、主に太平洋プレートとフィリピン海プレートの沈み込みに関連

していると考えられている。このうち太平洋プレートの運動はハワイ―天皇海

山列の年代値と屈曲などの検討に基づいて、4000～5000 万年前以降の方向は小

規模な変化を伴うものの、ほぼ継続していると考えられている（Harada and 
Hamano，2000；Tarduno et al.，2003；Sharp and Claug，2006；Wessel and Kroenke，
2007 等）。一方、フィリピン海プレートについては、太平洋プレートのように

プレート上にホットスポットによる海山が存在していないため、日本列島内陸

部の火山の位置や、堆積物の年代の検討（Seno and Maruyama，1984；高橋，2006）
や、日本列島の周辺だけでなく、マリアナ諸島を含むフィリピン海プレートの

広い範囲の古地磁気データ、古地理図データ、ＧＰＳ観測などの検討（Seno and 
Maruyama，1984；Hall et al.，1995；Hall，2002；Miller et al.，2006）に基づい

たプレート運動の復元結果が報告されている。以上の報告では、データや復元

方法により差はあるが、フィリピン海プレートの運動方向やオイラー極の位置

の変化、海溝の三重会合点の移動などが 300-500 万年前ごろまでにあり、その

後は大きく変化していないと考えられている。 
この他、千島弧、伊豆－小笠原弧の衝突など、海底の拡大、小陸塊の衝突と

それに伴うプレート境界の移動等の影響も受けて、現在も日本列島では地殻変

動が継続している地域がある。例えば、六甲山地には約 120 万年前ごろに堆積
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した大阪層の海成層の一部が見つかっており、最近の約 100 万年間に断層活動

を伴う地殻変動（六甲変動）により隆起したことなどが知られている（太田ほ

か編，2005）。このようにプレート運動に起因して発生すると考えられる地殻

変動に関して、圧縮応力場が支配的である現在のテクトニクス（ネオテクトニ

クス）に遷移した時期は、地域ごとに異なるものの、概ね鮮新世から更新世で

あること（梅田ほか，2005）等が示されている。 
また、地殻変動としての活断層の活動開始年代は、古いものでおよそ 600 万

年前からの年代が確認されているが、約 250 万年前ごろから活動を開始した断

層の数が増加し、約 100 万年前までに約半数の活断層が活動を開始している（道

家ほか，2012）。他にも、山地発達モデルに基づくと、地殻変動の一様継続性

が成立した時期は、地域によってさまざまであるが、遅くとも数十万年から百

万年前以降であると考えられている（梅田ほか，2013）。  
一方、将来のプレート運動の継続性については、日本列島の地殻変動の痕跡

などの論拠なども拡充し、さらに広域的なプレート運動の復元などの地球科学

的な知見を蓄積する必要があると考えられる。ただし、以上の知見に基づけば、

現在のテクトニクスに遷移した時期が鮮新世から更新世ごろと考えられるこ

とや、プレート運動の結果として発生していると考えられる断層活動や地殻変

動が少なくとも過去数十万年から百万年のオーダーで継続していること、また、

時系列解析モデルから導かれる継続可能性が高い期間の見積もりに基づけば、

中期更新世以降に一定となった地殻変動の方向と速度は、将来十万年程度であ

れば継続する可能性が高いと考えられることも示されている（梅田ほか，2013）
ことから、現時点では将来十万年程度であれば、地殻変動の傾向が継続する可

能性は高いと考えられる。なお、このように継続する地殻変動の傾向が、地層

処分システムに著しい影響を与えると判断される場合には、サイトから回避す

るなどの対処が可能と考えられる。 
 
5.3 天然現象の考え方と回避の方法 

5.2 のプレートシステムの将来の継続性に基づいて、地層処分に著しい影響

を与える天然現象について、現象の考え方と回避の対象、および段階的なサイ

トの調査・評価に基づいた、影響回避の方法について天然現象ごとに示す。こ

のうち火山・火成活動等については、現象の考え方が異なる非火山性の事象を

「非火山性熱水および深部流体」として分けて説明する。 
また、5.1 にも示したように、天然現象の著しい影響は、事前確認、文献調

査および概要調査の段階に入念な調査を実施して、回避することが基本方針で

あることから、これらの段階を対象として示す。なお、精密調査段階において

著しい影響を与える可能性のある事象について遭遇した場合には、その影響を

評価し、回避するか工学的対策を行うかを判断する。 
 

5.3.1 火山・火成活動 

火山・火成活動のうち、地層処分に著しい影響を与える事象は、「マグマの
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貫入・噴出」および「地熱活動」である。これらの影響は、現在および将来に

おいて火山・火成活動の可能性が高い範囲を回避することで、同時に回避する

ことが可能である。 
 

（1）現象の考え方と回避の対象 

1) マグマの貫入・噴出 
マグマの貫入・噴出が生じた結果として、地表では火山が形成されることと

なる。マグマの貫入・噴出は、地層の物理的な隔離の機能を広範囲にわたり喪

失させる恐れがあるため、その影響範囲を回避してサイト選定する必要がある。 
第２次取りまとめにおいては、中新世後期～鮮新世以降における日本列島の

火山活動には偏在性が認められ、東日本火山帯と西日本火山帯の範囲のみに限

って活動が生じており、過去数十万年における火山活動の変化は、島弧スケー

ルでの火山フロントの顕著な移動としてではなく、むしろ火山地域や火山列ス

ケールでの活動域の拡大・縮小、移動等の変化としてとらえることができる、

とされている。 
その後の知見においては、東北地方では、火山活動は火山フロントの背弧域

に限定して繰り返し生じており（山元，2011 等）、火山が集中する火山活動域

とそうではない火山空白域とに区分でき、火山活動域はホットフィンガーと呼

ばれる熱構造の不均一性により制御され安定であると考えられ、それに対応し

て地下深部にマグマが存在していること（Tamura et al.，2001，2002 等）が示

されている。また、北海道にも火山フロントが形成されているが、西南日本に

おいては火山フロントが不明瞭であるものの、火山活動は中国山地および日本

海側の地域に限定されてきている（Kimura et al.，2003 等）こと等が示されて

いる。また、第四紀火山の中心および個別火山体の分布（第四紀火山カタログ

委員会，1999）に基づくと、個々の第四紀火山の位置（その火山を代表する位

置）を中心として、多くの火山についてその個別火山体（側火山）が数 km の

範囲内にあり、すべての火山についてその個別火山体が半径 15km の円の範囲

に収まる（陥没カルデラを形成する第四紀火山や、単成火山群等 8 つの火山を

除く）（NUMO，2004）。 
以上の知見に基づけば、火山・火成活動で回避が必要な影響範囲については、

以下のように取りまとめられる。 
 

・ 東北地方では、火山活動は火山フロントの背弧域に限定して繰り返し生じ

ており、火山が分布する領域と、分布しない領域（空白域）が存在してい

る。北海道に関しても、火山フロントが形成されている。一方、西南日本

のうち山陰から九州地方北部に関しては、フロントが明確ではない。 
・ 一部の火山を除いて、個々の第四紀火山の位置（その火山を代表する位置）

を中心として、その個別火山体が半径 15 km の円の範囲に分布することか

ら、これらを事前確認から文献調査の段階の、調査段階の初期において回

避すべき範囲と考える。 
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・ なお、巨大カルデラ等の個別の火山におけるマグマ活動の範囲は、上記の

範囲を超える可能性もあることから現地調査の結果に基づいて評価する。 
・ また、第四紀火山が存在しない地域にあっても、現在、上部マントル内に

マグマが発生・上昇する温度・圧力条件が存在し、将来の火山・火成活動

が生じる可能性の高い地域は回避すべきである。さらに、将来において発

生する可能性を、マントル物質の熱対流モデル等により評価する必要があ

る。 
 
2) 地熱活動 
地熱活動の領域は、火山の分布と密接な関係がある。地熱活動の影響として

は、熱環境への影響と、化学場への影響が考えられ、これらの影響が著しい範

囲は回避してサイトを選定する必要がある。 
第２次取りまとめにおいては、火山・火成活動によって深部地質環境の熱的

状態が大きく変化し得る範囲は、一般に火山の噴出中心から数 km～20 km 程度

までとみなすことができること、また、pH4.8 未満の地下水は主に第四紀火山

およびその周辺地域に分布することが示されている。 
その後の知見としては、高温異常域（＞10℃/100 m）は活火山の分布と極め

て整合的であり、個別の火山にもよるが 10km 程度の範囲で地温勾配が高い（日

本地質学会 地質環境の長期安定性研究委員会，2011）。pH が 4 程度の酸性と

なるのは噴出中心から 15 km 程度である図が示されている（浅森ほか，2002）。
また、巨大カルデラ火山の地下水系への影響に関する事例研究では、地下水へ

のマグマ分離成分の影響が 50 km 遠方にまで及ぶとの報告（産業技術総合研究

所，2010）もある。 
以上の知見に基づけば、地熱活動の影響の回避が必要な範囲は以下のように

取りまとめられる。 
 

・ 地温勾配が 10℃/100 m を超える高温異常域の分布は、火山の分布と整合的

であり、第四紀火山の中心から 10 km の範囲は影響が大きいと考えられる。 
・ また、熱水の pH が 4 程度の酸性となる領域は、火山からおおむね 15 km

程度の範囲に分布している。 
・ したがって、これらを事前確認から文献調査の段階の、調査段階の初期に

おいて回避が必要となる対象範囲と考える。 
・ なお、巨大カルデラ等は、上記の範囲を超える可能性もあることから現地

調査等に基づいて評価する。 
 

（2）回避の方法 

現象の考え方に基づいて、マグマの貫入・噴出と地熱活動の可能性が高い範

囲を段階的に回避する方法を示す。 
1) 事前確認 
全国規模で体系的に整備された文献に基づいて、最近の地質時代において活
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動した火山がある場所から、15 km 程度の範囲を原則として文献調査の対象地

域から除外する。 
2) 文献調査の段階 
事前確認の結果に加え、対象地域における、火山の有無、影響範囲、マグマ

の発生領域となる高温異常域、熱水やガス噴出の分布範囲について、文献情報

に基づいて調査・評価し、影響が想定される範囲を回避する。  
文献情報では将来の影響の評価が困難な場合は、次段階（概要調査の段階）

において、現地調査により情報を拡充した上で、回避の必要性を判断する。 
3) 概要調査の段階 
概要調査地区における、火山の活動の痕跡の有無、マグマの発生領域となる

高温異常域、熱水やガス噴出の分布範囲を現地調査（地表調査、ボーリング調

査、物理探査等）に基づいて確認し、著しい影響が想定される範囲を回避する

（Umeda，2009）。将来の火山活動については、対象地域の火山活動の規則性や、

マントル内の熱対流評価等に基づいて推定し、著しい影響が及ぶ可能性が高い

と考えられる範囲を回避する。  
 

5.3.2 非火山性熱水および深部流体 

非火山性熱水は、地下に高温岩体が存在する場合に、涵養した地下水が熱せ

られ熱水となったもので、熱環境への影響が特徴である。一方、深部流体は、

沈み込むスラブやマントル起源の流体が断裂系等を通じて地表付近に上昇す

る（産業技術総合研究所，2012a）もので、pH が低く炭酸化学種が高濃度に含

まれる等の特徴があり、化学場に影響を与える。また、温度が高い場合には熱

環境への影響もある。このような特徴を踏まえると、これらの事象は処分場に

著しい影響を与えると考えられるため、非火山性熱水または深部流体の流入の

可能性が高い範囲を回避する必要がある。 
 

（1）現象の考え方と回避の対象 

第２次取りまとめでは、紀伊半島南部のように第四紀火山が存在していない

地域においても高温異常域が認められることについて述べ、その理由は明確に

されていないが、地表に噴出していないマグマが地下に存在するという考え方

や、地下深部まで発達した断裂系から熱水が上昇しているという指摘があるこ

とを示している。なお、後者は深部流体を示している可能性もあるが、深部流

体に関する現象の記述はない。 
その後の知見においては、非火山性熱水および深部流体について、常磐地域、

能登半島、新潟平野、紀伊半島、有馬温泉等の地点で報告されており（田中ほ

か，2004；産業技術総合研究所，2007ab；2012ab 等）、偏在性が認められる。

深部流体は、pH は酸性で炭酸化学種を多く含み、また一部は高温流体である

（産業技術総合研究所，2007ab；2012ab；尾山ほか, 2011）。さらに深部流体は、

沈み込むスラブやマントルから放出される流体を起源とすると考えられてお

り、地表にまで上昇する際には、地殻下部にまで達するような構造線や大断層
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が主経路であると考えられている（産業技術総合研究所，2007ab；2012ab）。 
これらの知見に基づけば、非火山性熱水に関しては熱環境への著しい影響を

回避する必要がある。また、深部流体は高温である場合には熱環境への著しい

影響を回避する必要があり、また、温度にかかわらず、pH が酸性あるいは炭

酸化学種濃度が高い場合には、化学場への著しい影響を回避する必要がある。 
 なお、深部流体に関する研究は現在活発に行われていることから、今後もそ

の動向を注視し、地層処分にかかわる観点からの整理・検討を継続して行うこ

とが必要である。 
 
（2）回避の方法 

現象の考え方に基づいて、非火山性熱水または深部流体が流入する範囲を段

階的に回避する方法を示す。 
1) 事前確認 
全国を対象として収集された情報（例えば、高橋ほか，2011）を目安とし

て、非火山性熱水または深部流体が存在し、かつ熱環境または化学場に対す

る影響が明らかな場所を回避する。 
2) 文献調査の段階 
地域ごとに収集する文献情報に基づいて、非火山性熱水または深部流体の

存在について確認し、それらが将来の地層処分システムの安全性に影響を及

ぼすことが想定される場合は、その影響範囲を回避する。 
文献情報で著しい影響が明確に判断できない場合は、次段階（概要調査の

段階）において、現地調査により情報を拡充した上で、回避の必要性を判断

する。 
3) 概要調査の段階 
概要調査地区における現地調査（地表調査、ボーリング調査、物理探査等）

に基づいて、非火山性熱水または深部流体の分布を確認し、熱環境、化学場

に対する影響を評価した上で、著しい影響が想定される範囲を回避する。  
 

5.3.3 断層活動 

断層活動により、地下深部から地表・地下浅部に達するような断層のずれが

発生し、処分場が力学的に破壊される場合、および、断層のずれに伴い断層お

よびその周辺の岩盤の透水性が増加し、地下水の移行経路が変化した場合につ

いて、著しい影響があると考える。そのため、将来も活動する可能性が高く、

繰り返し活動し、変位の規模が大きい断層は回避する必要がある。 
 

（1）現象の考え方と回避の対象 

1) 繰り返し活動し、変位の規模が大きい断層の分布 
第２次取りまとめにおいては、わが国における既存の主な活断層はおおむね

把握されているが、特に広い沖積平野等伏在断層の存在が考えられる地域や海

域等については、ボーリングや物理探査等を用いた地下構造調査によって、既
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存のもの以外の活断層の有無や分布を確認する必要があるとされている。 
その後の知見としては、2000 年以降、全国規模で抽出された既知の活断層以

外で、規模の大きな地震が発生し、活断層の存在が後に指摘された主な事例と

して、次のものがあげられる。2000 年鳥取県西部地震（当麻ほか，2000；井上

ほか，2002；高田ほか，2003；草野ほか，2010 等）、2004 年新潟県中越地震（産

業技術総合研究所，2005；加藤ほか，2006；Maruyama et al.，2007 等）、2005
年福岡県西方沖地震（岩淵ほか，1998；岡村ほか，2009 等）、2007 年能登半島

地震（片川ほか，2005；佐藤ほか，2007；Yoshimura et al.，2008；草野ほか，

2010 等）、2007 年新潟県中越沖地震（東京電力，2007，2008；杉山，2008；原

子力安全・保安院，2008 等）、2008 年岩手・宮城内陸地震（鈴木ほか，2008；
東京大学地震研究所ほか，2008；産業技術総合研究所，2009 等）。なお、この

ような地形的に未成熟な断層についても、現地調査により事前に検出は可能で

あり、概要調査では地質学的に認められる既存の断層を対象とした調査が必要

となる（産業技術総合研究所，2007b）。 
以上の知見に基づくと、既存の活断層の存在は、全国規模のデータベースの

情報だけでなく、より綿密な空中写真判読、地表調査、物理探査、ボーリング

調査等の現地調査に基づいて、上述の 2000 年以降に発生した地震とその後の

活断層調査の知見を踏まえて確認する必要がある。 
 
2) 繰り返し活動し、変位の規模が大きい断層の影響範囲 
第２次取りまとめにおいては、影響は主に活断層破砕帯とその周辺に限られ、

その幅は数 m から最大でも数百 m 程度であること、断層活動に伴って周辺岩

盤中に変位を生じさせる可能性のある小断層等の分布範囲は、大きな活断層で

も数 km 程度以内と考えられることが示されている。また、規模の大きな活断

層の場の変化を評価する際には、分岐断層や副断層を含めたいくつかの断層か

ら構成される活断層帯としてその活動や変化を把握する必要があり、逆断層の

場合、その活動が盆地側に向かって数 km 程度拡大する可能性がある、とされ

ている。 
その後の知見としては、断層の延長が長く累積変位量が大きいほど、破砕幅

も大きい（Shipton et al.，2006）ことや、既往の断層の長さと破砕帯およびプロ

セスゾーンの幅の関係に関する知見（例えば、破砕帯幅は断層長さの 1/350～
1/150 程度、プロセスゾーンの幅は断層長さの 1/100 程度）が示されている（緒

方・本荘，1981；Scholz, 2002；Sibson, 2003；金折・遠田，2007；大橋・小林，

2008；長友・吉田，2009；吉田ほか，2009；Niwa et al., 2009, 2011 ）。また、近

い距離にほぼ平行や雁行、あるいは断続的に存在する活断層にはさまれる区間

を「活断層帯」として評価することが、将来の断層活動の影響を避ける上で重

要（土木学会 原子力土木委員会 地下環境部会，2006 等）とされている。 
以上の知見に基づくと、断層活動の影響範囲は、目安となる破砕帯の幅とし

て、保守的には断層長さの 100 分の１程度とすることが考えられる。また、サ

イト毎に個別に評価するが、将来の断層活動の範囲として、断層の進展や分岐
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が発生する可能性がある領域（活断層帯）を回避する。さらに、変形帯や活褶

曲・活撓曲についても、地層処分システム全体への影響が著しい場合には回避

することを検討する。 
 

（2）回避の方法 

現象の考え方に基づいて、繰り返し活動し、変位の規模が大きい断層の影響

範囲を段階的に回避する方法を示す。 
1) 事前確認 
全国規模で体系的に整備された文献に基づいて、最近の地質時代において

活動した既知の断層がある場所については、破砕帯の幅として、保守的には

断層長さの 100 分の１程度の範囲を文献調査の対象地域から除外する。  
2) 文献調査の段階 
事前確認の結果に加え、対象地域における文献の詳細調査により、既知の

断層の分布、破砕帯の幅等を把握し、その影響範囲を回避する。  
変位規模が小さい断層、地表の痕跡が不明瞭である断層、地下に伏在して

いる断層、地質断層など、文献情報では影響の評価が困難な場合は、次段階

（概要調査の段階）において現地調査により情報を拡充した上で、回避の必

要性を判断する。 
3) 概要調査の段階 
断層の分布については、概要調査地区における断層の活動の痕跡の有無を

現地調査（地表調査、ボーリング調査、物理探査等）に基づいて確認し、そ

の影響範囲を回避する。  
断層の活動性の確認は、上載地層法を基本とする。上載地層法が適用でき

ない場合には、破砕帯の組織構造等に基づいて、その断層の活動性を評価す

る。  
変位規模が小さい断層、地表の痕跡が不明瞭である断層、地下に伏在して

いる断層、地質断層などについては調査結果に基づき断層の影響を想定した

安全性の評価を実施して、回避の必要性や工学的対策による対応の可否等に

ついて、総合的に判断する。  
 

5.3.4 隆起・侵食 

隆起・侵食により、処分場が地表に著しく接近する場合について、著しい影

響があると考える。そのため、隆起や海水準変動等の影響も考慮して、侵食作

用（マスムーブメントも含む）が著しいと考えられる地域を回避する必要があ

る。 
 

（1）現象の考え方と回避の対象 

第２次取りまとめにおいては、まず侵食のプロセスを面的侵食と線的侵食に

分け、面的侵食については海面上昇期における速度が比較的大きい海食につい

て触れ、線的侵食についてはサイクリックな河床高度変動（下流域では氷期の



 

39 
 

海面低下に伴い下刻し間氷期に堆積して沖積層形成等）を説明している。次に、

侵食作用による地表面の低下は侵食基準面（内陸河川では合流する大きな河川

の河床面等、沿岸では海面）に向かって進むこと、侵食速度は侵食基準面に対

する比高に依ることを示し、具体的な侵食量として、隆起が激しい山地中心部

や地震隆起海岸を除けば、十万年間に侵食される深さは数十 m～百 m 程度、海

岸部の最大下刻量は、隆起と氷期の海面低下量を合計して評価する必要がある

が、それでも多くの場合、十万年で 200 m 未満と考えられることが示されてい

る。 
その後の知見においては、次のことが報告されている。主に山地・丘陵等を

対象として、侵食・削剥速度に関する情報が蓄積されており（太田ほか，2007；
花谷ほか，2010；Mahara et al.，2010）、侵食・削剥速度は、地殻変動の活発さ

に影響を受け、地殻変動が活発な地域あるいは期間では十万年あたり 50 m を

超え、河川の下刻作用による侵食も著しい（若狭ほか，2008；末岡ほか，2010）。
とくに著しい隆起が生じている南アルプスでは、山脈が形成された後期鮮新世

以降 km オーダーの著しい削剥が生じている（末岡ほか，2011）。一般に、隆起

が継続すると侵食の程度も増加し、山地・丘陵では、隆起速度および侵食速度

は数十万年から百万年程度で平衡状態に達する（藤原ほか，2005）。 
隆起した量が全て面的に侵食されるわけではない（Sasaki et al.，2009）が、

主要河川の中～上流域では、気候・海水準変動 1 サイクル（約十万年）の期間

において、下刻量および隆起量がほぼつり合い、下流域・河口付近では下刻に

よる侵食量が隆起量を上回ることが多い（高木ほか，2000）。沿岸域について

は特に、侵食の要因となる海水準変動を考慮する必要があり、氷期には海水準

が最大で 150m 程度低下したことが示されている（Clark et al.，2009）。主要河

川の河口付近での海水準低下時の侵食深度の過去の履歴として、沖積層基底の

埋没谷深度が参考になる（鳥越ほか，2003）が、最大で 100 m 前後に達する可

能性がある。 
以上の知見に基づくと、隆起・侵食の現象の考え方は以下のように取りまと

められる。 
 
・ 侵食のうち線的侵食である河川による下刻が最も厳しく、主要な検討対

象とすべき形式である。また、波浪侵食による海食崖の後退にも留意す

る必要がある。 
・ 内陸については、隆起があった場合は隆起した分だけ侵食する、隆起量

の予測の不確実性が高い場合は保守的に侵食基準面まで侵食する、等と

仮定する方法が考えられる。 
・ 沿岸については、海水準変動を推定し、地形面と侵食基準面である海水

面との比高から、侵食量の時間的な変化を積算して評価する方法等が考

えられるが、不確実性が高い場合には、海面が最も低下した状態（現在

より-150 m）を想定し、侵食量を保守的に評価することが考えられる。

沖積層の基底深度の情報も、将来の侵食量を推定する際の目安となると
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考えられる。 
 

（2）回避の方法 

現象の考え方に基づいて、隆起・侵食が著しい地域を段階的に回避する方法

を示す。 
1) 事前確認 
全国を対象として収集された情報を目安として、過去十万年における最大

侵食量が 300 m を超えたことが明らかな範囲を回避する。 
2) 文献調査の段階 
文献情報に基づいて、将来の侵食の影響が明らかに想定される地域を回避

して、概要調査を行う範囲を設定する。 
処分場の地表への接近については、処分場の設置深度等も踏まえて評価す

べきであるが、この段階は以下のような明らかに著しい侵食量が予想される

場所を回避する。 
 
 内陸の隆起性山地（目安として今後十万年内に隆起量が 300 m を超

えると考えられる地域）。 
 隆起が顕著な沿岸部。海面低下量と合わせた大きな侵食量が見込ま

れる地域（目安として、隆起と海面低下に伴う侵食量が、今後十万

年内に 300 m を超えると考えられる地域）。 
 

文献情報では、影響の評価が困難な場合は、次段階（概要調査の段階）に

おいて、現地調査により情報を拡充した上で、回避の必要性を判断する。 
3) 概要調査の段階 
基準地形面の調査や堆積物の調査等の現地調査に基づいて、隆起量を評価

し、さらに、海水準変動を考慮して、将来の侵食量を評価する。  
上記の評価結果に基づき、処分場の設置深度を設定し、工学的な実現可能

性も評価した上で、著しい影響が想定される範囲は回避し、精密調査を行う

範囲を設定する。  
  

5.4「地質環境の長期安定性への影響要因に関するサイト調査の方針」に関する評価  

第２次取りまとめ以降の最新の科学的知見に基づき、第 4 章の「地質環境の

長期安定性への影響要因と対応方針」にて示した地層処分の機能に著しい影響

を与える事象について、現象の考え方と回避の方法について審議した。まず、

わが国における天然事象の発生要因と考えられるプレート運動については、第

２次取りまとめおよびそれ以降の最新の知見に基づけば、プレート運動に関係

する断層活動や地殻変動は少なくとも数十万年から百万年のオーダーは同じ

傾向で継続していることから、現時点では将来十万年程度であれば、現在の運

動の傾向が継続する可能性は高いと考えられることを示した。その上で、わが

国におけるそれらの事象の偏在性や、各事象により著しい影響を受ける範囲を
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明示するとともに、事前確認、文献調査段階、および概要調査段階のそれぞれ

の段階において、それらの事象を回避するための基本的な考え方を具体的に示

していることから、段階的なサイト選定により、好ましい地質環境に著しい影

響を与える事象を回避することで、十万年程度の期間、おのおのの好ましい地

質環境が大きく変化する可能性が低い地域を選定できるものと考えられる。実

際に、このような地域が選定されれば、その地域を対象とした天然事象に関連

する将来の変動予測が行われ、地質環境の変動幅が評価される。それを保守的

にとらえた上でさらに、必要とされるバリア機能に対する影響が検討され、地

層処分システム全体としての安全性が示される必要がある。 

さらに、最新の科学的知見から、火山・火成活動における「マグマの発生領

域となる高温異常域」や、隆起・侵食における「目安として、侵食量が今後十

万年内に 300 m を超えると考えられる地域」を文献調査段階で回避対象とする

等、これまでにＮＵＭＯが公表している概要調査地区選定上の考慮事項

（NUMO，2004）に加える考え方が示されるとともに、これまで対象とされて

こなかった深部流体についても、それらの偏在性や回避の方法を示しており、

おのおのの好ましい地質環境特性が長期にわたり維持される地域の選定に関

する信頼度が向上したと考えられる。 

これらのことから、わが国において地層処分を行う上で重要となる、おのお

のの好ましい地質環境特性が長期的に大きく変化しない可能性が高い地域を、

段階的なサイト選定プロセスにより見出すことができる確度が高まったと評

価できる。 
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第6章 まとめと今後の取組に当たって 

本審議では、地層処分の技術的信頼性の再評価の一環として、第２次取りま

とめ以降の最新の科学的知見を反映し、地質環境特性および地質環境の長期安

定性について審議を行うとともに、今後の研究課題を明らかにした。 

その結果、地質環境特性については、地層処分システムに必要とされる機能

を発揮させる上で好ましい地質環境特性が熱環境、力学場、水理場、化学場の

観点で整理されるとともに、おのおのの好ましい地質環境特性を有する地域が

わが国に広く存在するであろうことが改めて示された。しかし、それらの地質

環境特性は、場所により異なる可能性もあることから、地層処分システム全体

としての安全性は、段階的サイト調査の進展により蓄積されるデータに基づく

安全評価等により示していく必要がある。 

長期安定性については、好ましい地質環境特性に影響を与える可能性の観点

から天然事象に関する整理が行われた結果、地層処分システムの物理的隔離機

能や閉じ込め機能に著しい影響を与え、サイト選定により最低限回避が必要な

事象が明らかになった。さらに、これらの事象について、段階的なサイト調査、

すなわち、事前確認、文献調査段階、および概要調査段階のそれぞれの段階に

おいて回避対象を特定しそれを回避するための基本的な考え方が具体的に示

された。その上で、段階的なサイト調査を適切に行うことにより、全ての天然

現象の長期的変動の影響を踏まえても尚、おのおのの好ましい地質環境とその

地質環境の長期安定性を確保できる場所をわが国において選定できる見通し

が得られたと判断できる。 

なお、本審議の結果、地層処分の技術的信頼性向上に向けた取組として、以

下に示す研究課題も明示され、今後の地層処分事業の取組と平行した技術開発

の必要性もあわせて示された。 

 

広域的現象の理解に関する研究課題 
 火山の分布および地熱活動の評価に反映するための、マグマ成因論に関

する知見の収集およびマントル内の熱対流モデルの評価手法の整備。 
 繰り返し活動し変位の規模が大きな断層の評価に反映するための、地形

的に不明瞭な活断層の調査事例の蓄積および調査や評価方法の整備。 
 隆起量・侵食量の評価に反映するための、地形学的手法や堆積物の年代

測定に基づく評価方法の整備。 
 天然現象の将来予測を行う上での前提となるプレートシステムの継続

性の評価のための、プレートシステムの変遷と地質学的イベントの関係

の整理および検討。 
 深部流体および非火山性熱水の流出の評価に反映するための、深部流体

および非火山性熱水に関する形成・移動メカニズム等の調査事例の蓄積。 
 
概要調査以降の調査・評価手法に関する研究課題 
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 断層の活動性の評価に反映するための、地質断層の再活動性に関する調

査事例および上載法の適用が困難な断層の活動性の評価方法（断層岩や

充填鉱物の年代測定方法）の整備。 
 断層活動による影響範囲の評価に反映するための、既存の活断層の破砕

帯の分布等の調査事例の蓄積および調査や評価方法の整備。 
 表層付近の酸化帯分布の評価に反映するための、表層付近の酸化帯に関

する調査事例の蓄積。 
 地震活動の評価に反映するための、東北地方太平洋沖地震後に誘発され

た地震や湧水（たとえば、2011 年 4 月 11 日の福島県浜通り地震）に関

する調査事例の蓄積。 
 地下水の動きが緩慢であることを評価するための地下水年代測定など

の技術の確保や調査事例の蓄積。 
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２．地質環境の長期安定性への影響要因に関するサイト調査の方針 

（配付資料） 

資料１．地質環境の長期安定性への影響要因に対する工学的対策などの技術的

根拠（ＮＵＭＯ） 

資料２．地質環境の長期安定性への影響要因に関するサイト調査の方針（ＮＵ

ＭＯ） 

参考資料１．影響要因への対応に関する補足資料（ＮＵＭＯ） 

 

〇第６回（平成２６年２月２４日） 

（議題） 

１．地質環境の長期安定性の確認事項  

（配付資料） 

資料１．地質環境の長期安定性の確認事項（ＮＵＭＯ） 
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参考資料１．地質環境の長期安定性に関する補足資料（ＮＵＭＯ） 

 

〇第７回（平成２６年３月２０日） 

１．地質環境の長期安定性の確認事項 

２．最新の科学的知見に基づく地層処分技術の再評価－地質環境特性および地

質環境の長期安定性について－ 

（配付資料） 

資料１．地質環境の長期安定性の確認事項（ＮＵＭＯ） 

資料２．最新の科学的知見に基づく地層処分技術の再評価－地質環境特性およ

び地質環境の長期安定性について－（案）（事務局） 

資料３．第４回地層処分技術ＷＧ議事録（事務局） 

資料４．第５回地層処分技術ＷＧ議事録（事務局） 

参考資料１．地質環境の長期安定性に関する補足資料（ＮＵＭＯ） 

 

〇第８回（平成２６年５月９日） 

１．放射性廃棄物ＷＧの取りまとめについて（報告） 

２．「最新の科学的知見に基づく地層処分技術の再評価－地質環境特性および

地質環境の長期安定性について－（案）」について（専門家からの御意見と

パブリックコメントを踏まえ） 

（配付資料） 

資料１－１．放射性廃棄物ＷＧ中間とりまとめ（案）（事務局） 

資料２－１．専門家およびパブリックコメントの主な御意見の概要について（事

務局） 

資料２－２．科学的知見に基づく地層処分における好ましい地質環境特性につい

て専門家からの御意見に対する回答（ＮＵＭＯ） 

資料２－３．科学的知見に基づく地層処分における地質環境の長期安定性につい

て専門家からの御意見に対する回答（ＮＵＭＯ） 

資料２－４.パブリックコメントに対する回答 

資料２－５．最新の科学的知見に基づく地層処分技術の再評価－地質環境特性お

よび地質環境の長期安定性について－（案）（委員長） 

資料３．第６回地層処分技術ＷＧ議事録（事務局） 

資料４．第７回地層処分技術ＷＧ議事録（事務局） 

参考資料１．科学的知見に基づく地層処分における好ましい地質環境特性につい

て専門家からの御意見について（事務局） 

参考資料２．科学的知見に基づく地層処分における地質環境の長期安定性につ

いて専門家からの御意見について（事務局） 
参考資料３．パブリックコメントでお寄せいただいた国民の皆様からの御意見に

ついて（事務局） 

参考資料４．最新の科学的知見に基づく地層処分技術の再評価－地質環境特性お
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よび地質環境の長期安定性について－（案）の修正一覧表（委員長） 


	第1章 　はじめに
	1.1

	第2章 　地層処分の基本的考え方
	2.1 　地層処分の概念
	2.2 　地質環境に対する考え方
	2.2.1 　物理的隔離機能をもたらす地質環境特性に関する時間・空間スケール
	2.2.2 　閉じ込め機能をもたらす地質環境特性に関する時間・空間スケール

	2.3 　段階的なサイト選定と調査スケールについて

	第3章 　好ましい地質環境特性
	3.1 　閉じ込め機能の観点からの好ましい地質環境特性について
	3.1.1 　熱環境
	（1） 閉じ込め機能の観点からみた好ましい条件
	（2） わが国の地質環境特性に関する科学的知見に基づいた見解

	3.1.2 　力学場
	（1） 閉じ込め機能の観点からみた好ましい条件
	（2） わが国の地質環境特性に関する科学的知見に基づいた見解

	3.1.3 　水理場
	（1） 閉じ込め機能の観点からみた好ましい条件
	（2） わが国の地質環境特性に関する科学的知見に基づいた見解

	3.1.4 　化学場
	（1） 閉じ込め機能の観点からみた好ましい条件
	（2） わが国の地質環境特性に関する科学的知見に基づいた見解

	3.1.5 　好ましい地質環境特性のまとめ

	3.2 　「好ましい地質環境特性」に関する評価

	第4章 　地質環境の長期安定性への影響要因と対応方針
	4.1 　閉じ込め機能への影響要因
	4.1.1  熱環境
	（1） 熱源の移動・発生－地熱活動
	（2） 熱源の移動・発生－断層面における摩擦熱
	（3） 地表の温度の上昇－気候変動による気温変化
	（4） 地表の温度の上昇－火砕流による地表温度の上昇
	（5） 熱環境に関する著しい影響を与える事象の特定

	4.1.2 　力学場
	（1） 岩盤の破断・破砕―処分深度に達する断層のずれ
	（2） 岩盤の弾性変形－地震動による岩盤のひずみ
	（3） 岩盤のクリープ変形量の増大－地温上昇に伴う岩盤クリープ変形量の増大
	（4） 力学場に関する著しい影響を与える事象の特定

	4.1.3 　水理場
	（1） 動水勾配の増加－海水準変動および地形変化
	（2） 動水勾配の変化－地震に伴う地下水位（または水圧）の変化
	（3） 地下水流動経路の変化－気候・海水準変動に伴う流出点の変化、塩水／淡水境界の位置の変化
	（4） 地下水流動経路の変化－断層のずれに伴う透水性の増加
	（5） 涵養量の変化－気候変動に伴う涵養域の降水量の変化
	（6） 水理場に関する著しい影響の特定

	4.1.4 　化学場
	（1） 低pH地下水の流入、炭酸化学種を含む地下水の流入－火山性熱水や深部流体の移動・流入
	（2） 高pH地下水の流入－超塩基性岩と反応した地下水の移動・流入
	（3） 酸化性地表水の流入－断層のずれに伴う透水性の増加
	（4） 化学場に対して著しい影響を与える事象の特定


	4.2 　物理的隔離機能への影響要因
	4.2.1 　マグマの処分場への直撃と地表への噴出
	4.2.2 　著しい隆起・侵食に伴う処分場の地表への著しい接近

	4.3 　著しい影響を与える影響要因と関連事象のまとめ
	4.4 　「地質環境の長期安定性への影響要因と対応方針」に関する評価

	第5章 　地質環境の長期安定性への影響要因に関するサイト調査の方針
	5.1 　段階的な調査と総合的評価の考え方
	5.2 　プレートシステムについて
	5.3 　天然現象の考え方と回避の方法
	5.3.1 　火山・火成活動
	（1） 現象の考え方と回避の対象
	（2） 回避の方法

	5.3.2 　非火山性熱水および深部流体
	（1） 現象の考え方と回避の対象
	（2） 回避の方法

	5.3.3 　断層活動
	（1） 現象の考え方と回避の対象
	（2） 回避の方法

	5.3.4 　隆起・侵食
	（1） 現象の考え方と回避の対象
	（2） 回避の方法


	5.4 「地質環境の長期安定性への影響要因に関するサイト調査の方針」に関する評価

	第6章 　まとめと今後の取組に当たって
	参考文献
	添付資料
	（添付資料－１）地層処分技術ＷＧ委員名簿
	（添付資料－２）地層処分技術ＷＧ会合経緯


